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これまでの日本経済と成長低迷の要因
直近30年間、GDP per capitaは横ばいが続き、日本経済は成長せず、日本企業は国際的なプレゼンスを失ってきた

その背景には、内部要因（=非効率な産業戦略・産業基盤政策）により新たに生まれた成長産業を活用した構造転換ができなかったこと、
外部要因（＝デジタルプラットフォーム企業のプレゼンス拡大）により既存産業で海外企業の侵食を受けてきたこと、の２つの要因がある

このような状況を打開し、我が国の経済成長を実現するためには、デジタルプラットフォーム企業の今後の事業拡大領域を想定しつつ、我が国にとってインパクト
が大きく、かつ、我が国が立地競争力を持ちうるドメインの特定と勝ち筋となる政策の策定が必要となる

そのような課題認識の下、本調査においては下記2点の調査・検討を行った
– 1.「デジタルプラットフォーム企業の各種産業に与える影響の調査・評価」：足元で大きく成長している消費者向け（BtoC）プラットフォーム企業であるGAFAを中

心に、現状の事業拡大領域の整理、戦略意図の考察、今後の事業拡大領域の推察を実施。また、加えて将来的に脅威が増す可能性のある一部の法人向け
（BtoB）プラットフォーム企業の調査を実施

– 2.「産業政策の検討」：今後日本として注力すべき産業を、「経済インパクトの大きさ」「デジタルプラットフォーム企業の脅威度」「日本の立地競争力の有無」の観
点から評価を行い、世界的なメガトレンドを考慮した上で「ドメイン（産業群）」として再定義を行った

サマリー（1/4）
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デジタルプラットフォーム企業の各種産業に与える影響の調査・評価
今回の調査主対象であるGAFAはこれまでの消費者を囲いこみ法人から儲けるビジネスモデルの延伸上で、 BtoCを中心にIT業界だけでなく自動車、コンテンツ
（ゲーム）、ヘルスケア、スマートシティー等の幅広い業界で浸食することが推察され、日本の国際競争力は更に低迷していくことが懸念される
– これまでGAFAは、「消費者との接点を構築し、データを蓄積し、顧客を増やすことでサービス価値を上げる」プラットフォーム型モデルで事業拡大してきた
– 従って、これまではBtoCのITデバイス（スマホ、PC、ウエアラブル等）とデバイスを活用したプラットフォーム（スマホ、SNS、検索エンジン、ECなど）、付随する

BtoCの周辺領域（コンテンツ、一部の金融など）、BtoCサービスのインフラを活用したBtoB領域（クラウド、物流サービスなど）を展開してきた
– 今後も市場において影響力を持ちうる事業拡大領域は、BtoCサービスの延伸上である蓋然性が高く、具体的には自動車（EV・自動運転）・コンテンツ（ゲー

ム）・ヘルスケア（健康促進サービス及びゲノム解析）・スマートシティーといった領域とインフラを活用した一部のBtoB領域としての通信（宇宙ネットワーク・データ
販売）が可能性として考えられる

また、これまで比較的デジタルプラットフォーム企業による浸食が軽微であったBtoB領域についても、GAFAとは異なるtoB領域に長けたデジタルプラットフォーム
企業によるデジタル化・モジュール化が進み、更に影響範囲が拡大する可能性がある
– これまでは、BtoB領域においては顧客の裾野が広く汎用的であるバックオフィス領域（例：会計、人事・労務）が主戦場であった
– しかしながら、上記領域のレッドオーシャン化が進み、業界特化型のプラットフォームサービスを提供するプレイヤー（例：建設業界における施工管理、製薬業界に

おける臨床管理など）が現れており、今後も影響力を拡大していくと考えられる

これらのデジタルプラットフォーム企業の領域拡大は、社会的便益もある一方で、中長期では日本の強みである自動車産業における雇用喪失やコンテンツ
（ゲーム）産業のシェア減に繋がることに加え、ヘルスケア・通信インフラ等、経済・安全保障の根幹をなす産業で支配力を高められることが特に脅威となる
– 「自動車」 ：内燃系からEVへのシフトが進行し、部品点数が大幅に減少することで、Tier2/3と呼ばれる部品メーカーの雇用への影響は不可避。加えて、

技術・法整備を背景に、CASE（コネクテッド、自動運転、ライドシェア、EV）化がマス層にも浸透した場合は、旧来の内燃系自動車のハード・売り切り型モデルか
らソフト・サービス型モデルへの抜本的転換が必要で、これまでの日本の完成車メーカーの強みが失われ、シェア減、雇用減に拍車がかかる可能性

– 「コンテンツ」：クラウドゲーム領域にGAFAをはじめとするプレイヤーの参入が予想され、日本のコンソールプラットフォーマー（Sony、任天堂）にとって脅威になる。
アニメ等の制作会社は、（既に一部顕在化しているとおり）Netflix等のデジタルプラットフォーム企業へのコンテンツプロバイダーとなり補完関係になる

– 「通信」 ：従来はローカルアセットが必要であった通信領域において、Amazonやテスラといったプレイヤーが宇宙通信ネットワーク（宇宙NW）関連に兆円単
位で投資を行っており、数十年後には宇宙NWが地上NWを品質・コスト面で上回り、経済安全保障上の根幹を担う通信が代替されるリスクが存在

– 「ヘルスケア」 ：Googleをはじめとするプレイヤーがゲノム解析等の技術開発を行っており、影響力を持った場合は、日本人の機微性の高い遺伝子データが海外に
流出し、デジタルプラットフォーム企業に支配されるリスクが存在

サマリー（2/4）
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サマリー（3/4）

産業政策の検討
我が国の歴史・建国の精神を踏まえ、「生活者のQOLの向上（ウェルビーイング）」、「持続可能な社会の実現（サステナビリティ）」に貢献する産業を育成し、
これらの産業の育成を通じて世界平和に貢献する責務を果たしていく
– 世界的な高齢化や技術革新による余暇時間の伸長が予想される中で、文化的アセットの厚みや質の高い医療を持つ日本が世界の生活者のQOL向上をリード
– 「脱炭素社会」「食糧安保」「ダイバーシティ」「地域課題の解決」など生活者が住む社会・地球全体が持続できる産業を創造・育成する
– これらを通じ、米中、ロシア・NATOの対立構造が深刻化する中で、平和な生活・交流を支えるサービスの提供を通じ、世界平和に貢献する

具体的には、経済インパクト・日本の立地競争力・デジタルプラットフォーマーの脅威度を勘案し、6つのドメインに注力する
– （攻め）デジタル化が進んだ領域で、プラットフォーマーに依存しない事業モデルを構築

– 「①クリエイターエコノミー」：Web3.0の台頭を追い風にし、日本の世界で戦えるコンテンツIP、文化コンテンツを生み出し続けることができるクリエイターの厚みを活
用し、世界のWeb3.0産業をリード

– （攻め）今後、デジタル化が進むと考えられる領域でプラットフォーマーとしての地位獲得を狙う
– 「②ウエルネス×エンターテイメントシティー」：都市化・高齢化が進む新興国向けに、実空間のまちづくりの強みや産業横断での連携を通じて、ウェルビーイングを

実現する都市開発パッケージを輸出
– 「③モビリティソリューション」：世界トップシェアのモビリティーデバイス会社を有する日本が、モビリティ×αの社会解決型ソリューションサービスで世界をリード

– （攻め）デジタル化が進まない/進みづらい領域で戦う
– 「④ラグジュアリーサービス」：世界的に評価の高い食と文化コンテンツを活用し、世界の旅行者（とりわけ富裕旅行者）を呼び込み、定住化を促進することで、

経済成長だけでなく安全保障上の日本の国際的プレゼンスを向上
– （守り）既存産業の競争力・雇用の維持、経済安全保障の担保

– 「⑤次世代ものづくり」：現状の勝ちプレイヤーを勝ち続けさせる、従来の化学燃料×機械づくりの産業構造からサステナブル×ソフトウェアへの産業構造の転換、
経済安全保障関連産業の内製化（例：半導体ファンドリーの国内誘致、植物工場など）

– （守り）内需縮小への対応
– 「⑥（地方創生のための）シェアリングエコノミー2.0」：高齢・過疎化により財政崩壊が予見される地方での共助・民主導・コンパクトシティーのショーケースづくり
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サマリー（4/4）

続.産業政策の検討
いずれの産業の創造・育成に向けても、政治・経済・社会システム全体を現状の過度に“平等・安心・安全”重視する構造から、「経済成長・効率性・イノベーション」
に比重を置いた構造転換をさせることが必要。世界の「尖った個」を日本に集積し、グローバルに通用するスタートアップを生むことが転換の突破口となる
– 産業戦略 ：注力領域が曖昧/総花的 → 成長分野の選択と集中
– 担い手（企業） ：伝統的な大企業 → スタートアップ企業＋成長志向の一部の大企業
– ヒト（労働市場） ：硬直化した労働市場 → 産業の新陳代謝を促す、流動性の高い労働市場
– ヒト（海外人材誘致）：海外人材に忌避される労働環境（年功序列、終身雇用等の報酬と成果がリンクしていない人事制度等）

→ グローバルな労働環境（成果主義、ジョブ型など）
– カネ（民間投資） ：海外含む投資家にとって魅力のない環境 → 投資家がリスクを取りやすい環境（キャピタルゲイン税の低減/撤廃など）
– カネ（公的援助） ：用途が限られ、厳格なルールが定められた補助金・助成金・研究開発資金等制度 → 様々な用途で利用可能な、柔軟な制度
– ルール （税） ：日本で起業・事業展開するメリットのない税制（他国に比して高い相続税等）→ 企業・高度外国人材を呼び込む魅力ある税制
– ルール （規制） ：大陸法系による事前規制的考え方 → 英米法系による事後規制的考え方
– 実行体制（行政） ：レガシー＋スタートアップを同一組織で扱う中小企業庁等→ 成長企業を創出/育成するスタートアップ庁等の新設

但し、国全体として上記の構造転換を実現するには時間を要すことから、短中期的には局所的に「尖った個」が集積する“出島”をつくることが必要。とりわけ、世界的
にも一大ムーブメントになりつつあるWeb3.0関連産業の集積は、勝ち組がまだ決まっていない、かつ日本の強みを活かしてリードができることから優先度が高い
– 目指す姿：世界の「尖った個」＝起業家/投資家を日本に集積させ、グローバルに展開できるイノベーションが生まれ続ける
– 目指す姿の実現には世界の起業家/投資家が求める生活環境、イノベーションを起こし易い事業環境の整備が必要

– 「世界の起業家/投資家が求める生活環境」：起業家/投資家及びその子息が「住みやすい」生活産業の整備、起業家/投資家を呼び込む税制改革.

– 「イノベーションを起こし易い事業環境」：企業が長期目線にたった融資をしやすい環境、イノベーションの実現に必要なデータ収集・実験をアジャイルに行える環境
– また、そのためには上記環境を生み出す行政の枠組みが必要

– ミッション・目標 ：経済成長の目標/KGIの達成をミッションとして明確化されていること
– 能力・モチベーション ：ミッション実現に相応しい人材の戦略的登用（特定領域に長けた専門人材の育成、民間からの登用）
– 権限・裁量 ：国際競争力のある税体系・法規の整備が可能なこと（目標の範囲内において、既存の税体系・法規の逸脱が許容される権限の担保）
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1.1本調査の目的

本調査では、デジタルプラットフォーム企業を中心とするデジタル化・モジュール化の構造変化の影響を調査・
評価の上、日本経済発展に向けた「産業戦略」およびそれを支える「産業政策」について示唆・提言を行う

本調査の背景・目的
背景 目的

デジタルプラットフォーム企業の台頭による産業構造の変化

– 経済のデジタル化・アーキテクチャ化が進む中で、
GAFAM(Google、Amazon、Facebook、Apple、
Microsoft)に代表されるような巨大デジタルプラット
フォーム企業が台頭

– ネットワーク効果により勝者総取りの構造を生み出すな
ど、グローバルに産業構造の変化を生じさせている状況

今後、更に日本経済への
デジタルプラットフォーム企業の影響が懸念される

– 日本のグローバル型企業(世界市場への輸出を行ってい
る企業)の事業環境にも大きな影響

– これまで影響が軽微であった日本のローカル型産業にお
いても、デジタルプラットフォーム企業等による事業展開
が進み、付加価値の流出や雇用の喪失が生じる懸念

日本産業に対するデジタル化による
構造変化の影響可視化

日本の経済発展に向けた
「産業戦略」「産業政策」への示唆・提言

– 現状把握できる技術やビジネスのトレンド等を踏まえ、
グローバル型産業・ローカル型産業それぞれにおいて、
今後、どのような構造変化が想定されるか

– 日本の国際競争力や雇用等への影響として何が考
えられるか

– 日本が更に経済的に成長するために求められる
産業戦略、および、それを支える産業政策



Kearney

10

目次

本編

1.はじめに

1.1 本調査の目的

1.2 用語の定義

2. これまでの日本経済と成長低迷の要因

2.1 日本経済の振り返り

2.2 他国との比較調査

3.デジタルプラットフォーム企業の各種産業への影響調査・評価

3.1 デジタルプラットフォーム企業のビジネスモデル

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

3.3 日本の産業に与える影響

4. 産業政策の検討

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

4.2 政策検討への提言

参考資料編

2. これまでの日本経済と成長低迷の要因

2.2 他国との比較調査（詳細編）

3.デジタルプラットフォーム企業の各種産業への影響調査・評価

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向（詳細編）

4. 産業政策の検討

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域（詳細編）

4.2 政策検討への提言（Web3.0関連の動向 詳細編）



Kearney

1111

1.2 用語の定義

本調査では、特定の用語について下記定義に基づいて使用する

用語の定義

No. 用語 定義

1. デジタルプラットフォーム – 異なる複数の利用者層が存在する多面市場を形成し、ネットワーク効果が働く特徴を有するものであり、
情報通信技術やデータを活用して第三者に対してオンライン上で提供されるサービスの「場」

2. デジタルプラットフォーム企業 – ネットワーク効果により勝者総取りの構造を生み出し、グローバルに産業構造の変化を生じさせ、我が国
のグローバル産業の事業環境に大きな影響を与える企業

3. GAFA – Google、Apple、Facebook、Amazonの4社の略称
（参考）GAFAMは、Google、Apple、Facebook、Amazonの4社にMicrosoftを加えた5社の略称

4. グローバル産業 – 製造業やITサービス等、財・サービスをグローバル市場に提供し、外貨を稼ぐことが出来る産業

5. ローカル産業 – 上記のグローバル市場産業以外の産業を指す。主として、生活関連サービス業など、地域経済において
地域住民の生活上のニーズを満たす財・サービスの提供を行う産業

6. 高度外国人材 – 高度な知識や技能を有しており、海外とのビジネスのさらなる拡大や、研究開発を通じたイノベーションの
創発など、さまざまな分野で活躍できる人

– このような人材には、事業家、起業家、投資家などの資産家も多いため、本調査報告書内においては、
資産家の意味合いも含むものとする

Source: 各種公開資料を基にKearney作成
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シンガポール

フィンランド
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アラブ首長国連邦

オランダ

デンマーク

IMD世界TOP10ヵ国と日本のGDP per Capita推移
（1990年を100としたときの指数）

直近30年で先進国のGDP per Capitaは倍以上成長した一方で、日本のGDP per Capitaは横ばい

Source: IMD世界競争力年鑑2021、世界銀行の公開データを基にKearney作成

2.1 日本経済の振り返り

日本はIMD世界競争力
31位
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平成31年_世界時価総額ランキングTOP50平成元年_世界時価総額ランキングTOP50

32

17

1

日本

アメリカ

イギリス

31

7

3

1

8

中国

アメリカ

スイス

日本

その他

国別 国別

銘柄別 銘柄別

順位 企業名 国名

１ NTT

２ 日本興業銀行

2 住友銀行

４ 富士銀行

５ 第一勧業銀行

順位 企業名 国名

１ アップル

２ マイクロソフト

2 アマゾン・ドット・コム

４ アルファベット

５ ロイヤル・ダッチ・シェル

50位内、日本企業は43位の
トヨタ自動車のみ

Source: STARTUP DBの資料を基にKearney作成

2.1 日本経済の振り返り

世界の時価総額ランキングTOP50の内、30年前には6割以上が日本企業であったが、
現在ではアメリカ、中国企業が上位を独占している
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特に、時価総額TOP10では、7社がIT・通信産業であり、アメリカと中国のデジタルプラットフォーム企業と
呼ばれる企業がそれを占めている一方で、日本の企業はない

1. 2019年時点
Source: STARTUP DBの資料を基にKearney作成

成長産業を生み出している国と企業 世界時価総額TOP10ランキング1

順位 企業名 国名 業種

１ アップル IT・通信

２ マイクロソフト IT・通信

2 アマゾン・ドット・コム IT・通信

４ アルファベット IT・通信

５ ロイヤル・ダッチ・シェル エネルギー

６ バークシャー・ハサウェイ 金融

７ アリババ・グループ・ホルディングス IT・通信

８ テンセント・ホールディングス IT・通信

９ フェースブック（現：メタ） IT・通信

10 JPモルガンチェース 金融

2.1 日本経済の振り返り

デジタルプラット
フォーム企業
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日本経済の低迷の背景には、直近30年で世界における産業構造がIT・通信にシフトしたにもかかわらず、
日本は旧来の製造業中心の産業構造から変わることが出来なかったことが存在

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

平成31年

平成元年

17

9
7 7

3 3 2 2

原材料・
素材

金融 一般消
費財

エネルギー 工業IT・通信 サービス 医療機関

（単位：社）

10

3

14

8

4
6 5

医療機関一般消
費財

金融 原材料・
素材

エネルギー IT・通信 サービス工業

0

3社以上増加

3社以上減少

順
位

企業名 国名 業種

１ アップル IT・通信

２ マイクロソフト IT・通信

2 アマゾン・ドット・コム IT・通信

４ アルファベット IT・通信

５ ロイヤル・ダッチ・シェル エネルギー

６ バークシャー・ハサウェイ 金融

７ アリババ・グループ・ホルディングス IT・通信

８ テンセント・ホールディングス IT・通信

９ フェースブック（現：メタ） IT・通信

10 JPモルガンチェース 金融

1. 2019年時点
Source: STARTUP DBの資料を基にKearney作成

30年前と比較すると、価値の源泉となる産業が金融/エネルギー/原材
料・素材から、IT・通信/サービス/医療関連へと移り変わっている

時価総額TOP50の業種別グラフ 世界時価総額TOP10ランキング1

特に時価総額TOP10では、7社がIT・通信産業であり、アメリカと中国
のリーディングカンパニーがそれを占めている一方で、日本の企業はない

50位内、日本企業は43
位のトヨタ自動車のみ
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対象・アプローチ：日本が産業構造を変革し、成長できなかった原因構造を「産業戦略」と「産業基盤政策」の
観点で、他国との比較調査により考察した（1/2）

調査対象国

選定方法

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

世界トップクラスのスタンフォード大学をハブとした、「成功したスタート
アップが次のスタートアップを生む」エコシステムを形成・成長

国家主導で経済特区を設立し、都市インフラ整備や企業誘致、ハイ
レベル人材の集積を推進し、世界有数のイノベーションハブを形成

「La French Tech」政策を通じて政府が主体となってイノベーションハ
ブの形成／海外人材・企業の取り込みを推進し、ユニコーン企業数
が急増

政府・国内大企業が一体となり、「Industry 4.0」を通じて基幹産業
である製造業の次世代化を推進

積極的な海外資本の誘致・「Startup SG」政策による起業支援政
策によりアジアトップレベルのイノベーション拠点に成長

米国
（主にシリコンバレー）

中国
（主に深セン）

フランス

ドイツ

シンガポール

調査対象国・概要

IMDランキング上位30位の内、
直近10年で日本よりも高い経
済成長率を誇る下記3類型の
国を選定
– 経済大国（米国・中国）

– 日本と同規模GDPの国
（フランス・ドイツ）

– 日本よりもGDPの低いかつ
高成長率の国
（シンガポール）

Source: 各種公開資料を基にKearney作成
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世界から
経営資源を
集める
誘引力
を高める

イノベーション
創出・世界
展開力
を高める

産
業
基
盤
政
策

産業戦略
(選択と集中)

国内の経営資源を発見・育成できてい
るか？

海外から経営資源を獲得できている
か？

イノベーションの種を増やせているか？

イノベーションの成功確率を上げられて
いるか？

国として注力すべき領域を特定できてい
るか？

注力領域に対して、リソースを集中でき
ているか？

– 国家戦略上謳われている
注力産業・領域

– 上記注力産業に対する投資配分
（選択と集中）

– 教育政策
（STEAM教育、起業家教育）

– 法人税率の見直し
– 高度外国人材誘致政策
– 教育改革（グローバル文化・英語

／中国語）

– アーリー・レイター期における投資
– 大企業によるM&A
– 法規制の特例措置の整備

– 廃業促進、業界再編の促進
– シード期における研究開発投資

対象・アプローチ：日本が産業構造を変革し、成長できなかった原因構造を「産業戦略」と「産業基盤政策」の
観点で、他国との比較調査により考察した（2/2）

調査の観点

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

グローバル
企業

高度外国人材・
投資マネー

研究者・
留学生

情報

グローバル
トップ企業

グローバル
人材

グローバル
ブランド

グローバル
コンテンツ

B

C

A

イノベーション
創出・世界輩出力

経営資源を
集める誘引力

産業戦略
(選択と集中)

A

B

C

国家

調査軸 観点 調査内容例
A-1

A-2

B-1

B-2

C-1

C-2

Source: Kearney
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結果：ベンチマーク対象国はいずれも効果的な産業戦略・産業基盤政策を講じ、経済成長をもたらしている
（1/2）

注力領域の特定

注力領域への
リソース配分

– シリコンバレーにおけるIT産
業、ニューヨークにおけるフィ
ンテックなど、各地域でそれ
ぞれの領域に特化したエコ
システムが形成

– 「中国製造2025」にて、
次世代IT産業、ロボット産
業、新エネ自動車等ハイテ
ク領域を重点産業として特
定

– 2009年に初めて研究・イノ
ベーションに関する統一的
な国家戦略が策定されて
以来、ライフサイエンス、環
境エネルギー領域に一貫し
て注力

– 2004年の「ハイテク戦略」
策定以来、モビリティ、ヘル
スケア、エネルギー、セキュ
リティを中心としたハイテク
領域に一貫して注力

– 5年ごとに策定される「国家
技術計画」を通じ、約20年
間にわたりライフサイエンス、
IT領域に一貫して注力

– 政府の研究開発費の約半
分が防衛目的に使われてお
り、国防高等研究計画局
（DARPA）をはじめとする
機関が技術革新のための
投資を行っている

– ハイテク産業に傾斜をかけた
経済的支援を実行
– 政府補助金に占める「中

国製造2025」政策関
連の割合は年々増加し、
2018年現在で約4割

– 一定条件をクリアしたハイ
テク企業に対し、法人税
を25%⇒15％に軽減

– 「フランス2030」にて、
５ヶ年予算300億ユーロの
うち、約7割を注力領域に
重点投資することを掲げた
– エネルギー（80億ユーロ）
– 輸送（40億ユーロ）
– 食品（20億ユーロ）
– 医療・保険（30億ユーロ）
– 宇宙・海底資源開発

（20億ユーロ）

– 上記に係るイノベーションを
促進するため、投資を集中
– 飛躍的イノベーション庁

設立
– 特に中小企業を対象と

する研究振興税制を政
策に取り入れる

– 上記領域における世界的イ
ノベーション拠点を目指し、
海外資本の誘致を積極的
に推進
– 海外トップ大学の分校誘

致・国内大学との連携プ
ログラム設立

– 海外企業の研究施設誘
致

調査結果概要

Source: 各種公開資料を基にKearney作成

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

A-1

A-2

（前提となる）
政策立案・実行の
意思決定構造

大統領制の下、変化の激しい
国家行政機構、連邦制によ
る独立性と競争意識を持った
州政府が行政権を保有

中国共産党中央委員会によ
る集権的な意思決定構造＋
非連続的成長を狙う経済特
区には独立行政権を委譲

議院内閣制と大統領制両方
を取り入れた「半大統領制」
＋EU理事会が政策実行に係
るガバナンスを形成

連邦制による独立性・競争意
識を持った州政府が行政権を
保有＋EU理事会が政策実
行に係るガバナンスを形成

議会制民主主義の下、これま
での経済発展を支えてきた人
民行動党が圧倒的な議席数
を確保し、意思決定を主導
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結果：ベンチマーク対象国はいずれも効果的な産業戦略・産業基盤政策を講じ、経済成長をもたらしている
（2/2）

調査結果概要

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

国内経営資源の
発見・育成
（教育政策）

海外からの
経営資源の獲得

（高度外国人材誘致政策）

イノベーションの
成功確率向上

（レイター投資、規制改革など）

イノベーションの
種の増加

（廃業促進、シード投資など）

– スタンフォード大学をはじめと
したトップ大学において、
”超実践的起業家教育”を
通じて次世代経営人材を
育成

– 次世代のAIを担う人材を
育成すべく、早期よりオンラ
イン学習を取り込み、幼少
期向けプログラミング教育
を実施

– 「グランゼコール」に代表され
るエリート教育により、多くの
経営人材を輩出

– アレグル法では、研究者人
材の復職を可能とすること
で支援、起業リスクを低減

– マイスター教育を通じて育
まれた各領域のスペシャリ
ストが、中小企業の経営者
となり産業を下支え

– 習熟度に応じて教育レベル
を出し分け、優秀層に投資

– 初等教育段階から”超実
践型STEM教育”を提供

– トップレベルのエコシステムを
求め、世界中から起業家・
投資家人材が集積

– 優秀な海外留学勢の国内
起業を後押しするため、
100万元（約1600万
円）の一時金の提供や、
希望する都市の戸籍授与
などのインセンティブを提供

– 国内企業をパッケージ支援
する「フレンチテック・チケッ
ト」や、海外の起業家、エン
ジニア、投資家のビザ取得
を容易にする「フレンチテッ
ク・ビザ」などの政策を実施

– 比較的物価が安く、多文
化共生が根付いているため
若手経営人材が集積

– 「Factory Berlin」をはじめ
とするスタートアップハブによ
りコミュニティを形成

– 相続税の非課税、充実し
た医療・教育・金融サービス
により高度外国人材にとっ
て魅力的な居住環境を整
備

– 軍事産業発のSBIR制度
により公的資金を積極投入
し、基礎研究からの技術イ
ノベーション創出を後押し

– DARPA等が開発資金を
提供し技術革新を促進

– 深センでは、90年代後半に
ハイテク産業に政策を転換
し、都市インフラの整備・サ
プライチェーンの構築を徹
底的に支援

– 世界最大のスタートアップ
ハブ「Station F」にアクセ
ラレータや海外企業の研究
拠点が集積し、スタートアッ
プを活性化

– 競争力のない中小企業の
保護に消極的であり、不採
算企業が淘汰されていくた
め、企業の新陳代謝が活
性化

– 政府による民間投資家との
共同出資するプログラム
「Startup SG Equity」に
て、ディープテック企業へ積
極投資

– 政府がエントリーカスタ
マーとなることで商用化を
後押し

– 出口戦略として、大企業に
よる高額買収が可能

– 深圳では100億人民元規
模の政府ファンドがイノベー
ションを後押し

– 経済特区を中心に積極的
な税制優遇・規制緩和を
実行

– 公的投資機関を
「Bpifrance」に統一し、
「目利きのできる」人材が全
ステージにわたって投資

– 「Industry 4.0」を通じ、
政府が企業を巻き込みなが
ら製造業における技術革
新・国際的なルールメイキ
ング（標準化）を推進

– ワンストップで対応可能な
サンドボックス制度により、
イノベーション・商用化のス
ピードを加速

B-1

B-2

C-1

C-2

Source: 各種公開資料を基にKearney作成
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比較調査の結果、日本経済の低迷は、他国と比較して非効率な産業戦略・産業基盤政策故に次世代企業を
生み出せず、世界的な産業構造の変革に乗り遅れてしまったことが浮き彫りとなった

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

日本の産業戦略・産業基盤政策上の課題

国内の経営資源の
発見・育成
（教育政策）

海外からの
経営資源の獲得
（高度外国人材

誘致政策）

イノベーションの
種の増加

（廃業促進、
シード投資など）

イノベーションの
成功確率向上
（レイター投資、
規制改革など）

相続税率が高く、海外人材が日本に移住するメリットがない

インフラ面において、海外人材にとっての居住環境が未整備

政府資金利用の自由度が低く、「種」が生まれにくい

政府による新産業創造支援が不足

海外含むリスクマネーを呼び込む仕掛けが不足

規制緩和の柔軟性・スピード感が不十分

グローバル進出を見据えた事業展開ができない

長期的な目線に立った注力産業領域が特定できていない

成長に資する、絞りの効いた投資ができていない

注力産業の特定

注力産業への
リソース配分

年度ごとに「産業政策の重点」が刷新され、
領域の特定が流動的

上記故に、絞りの効いた投資ができていない

最高55%にまで上る累進課税型の相続税制度で、
「資産家ほど損をする」仕組み

外国人にとって医療へのアクセス性が悪い／
子弟を通わせられるインター校が不足

政府による資金を利用する際に制約が多い

国がファーストユーザーになる等、技術革新を後押し
する支援が不十分

エンジェル税制は存在するも、キャピタルゲインは一律
20%を課税

規制緩和が進められるも、複数の意思決定主体が介
在しており一定の期間・工数を要する

日本人のみのチーム編成が多い

現状の日本

長期的な産業戦略に基づき5~10年単位で
一貫性のある領域を特定

上記に基づき、重点的な資源配分を実行

相続税による課税無し

外国人に対応したインターナショナルスクールが
居住地域内に多数立地

SBIR制度による豊富・かつ自由度の高い研
究開発資金の拠出

DARPAをはじめ政府機関が積極的に
開発資金を提供し技術革新を促進

大型海外投資家に永住権を付与、かつキャピ
タルゲイン非課税により投資を後押し

経済特区における徹底した税制優遇・規制
緩和

海外人材を誘致し、グローバルを見据えた
多国籍チーム組成

他国事例 課題

法人税率が高く、日本で起業・事業を行うメリットがない
法人税率は23.4％と、海外諸国と比較して
高水準

法人税率が17％と低く、さらに様々な優遇税
制があり、実効税率は17％以下

各国

各国

廃業促進による産業の新陳代謝ができていない競争力のない中小企業の保護のために一定の政府
予算が割かれている

競争力のないの中小企業を保護する思想が
なく、新陳代謝が活性化

「種」を生める革新的な経営人材がいない
STEAM教育・起業家教育の導入が進むも、量・質と
もに不足

現場講師による超実践的な起業家教育を提
供

横並びな教育で「尖った個」が育たない平等を重んじる、横並び的な教育制度
初等教育段階から習熟度に応じたクラス分け
を行い、優秀層に徹底投資

Source: 各種公開資料を基にKearney作成



Kearney

23

目次

本編

1.はじめに

1.1 本調査の目的

1.2 用語の定義

2. これまでの日本経済と成長低迷の要因

2.1 日本経済の振り返り

2.2 他国との比較調査

3.デジタルプラットフォーム企業の各種産業への影響調査・評価

3.1 デジタルプラットフォーム企業のビジネスモデル

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

3.3 日本の産業に与える影響

4. 産業政策の検討

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

4.2 政策検討への提言

参考資料編

2. これまでの日本経済と成長低迷の要因

2.2 他国との比較調査（詳細編）

4. 産業政策の検討

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域（詳細編）

4.2 政策検討への提言（Web3.0関連の動向 詳細編）



Kearney

2424

デジタルプラットフォーム企業は、革新的なビジネスや市場を生み出し続けるイノベーションの担い手となり、事業
者の市場アクセスの向上、消費者にとっての便益向上を実現するなど我が国の経済・社会にとって重要な存在

デジタルプラットフォーム企業とは
事業者

プラットフォーム

検索 EC コンテンツ
地図SNS

消費者

消費者が増加することで、
企業にとって提供する

価値が高まり、
利用企業が増加

企業が増加することで、
提供されるサービス/

商品が増加し、
更に消費者が増加

効率的な顧客接点の拡大
（顧客基盤を通じた、国内外の

ターゲット顧客への効率的なリーチ）

財・サービスの民主化
（デジタル化により従来は特別な人しか享受できな

かった財・サービスを誰もが利用できるように）

イノベーションを牽引
（莫大な資本、研究開発力を背景とした技術革新、

尖った個による革新的なビジネスアイデア）

提供価値

3.1 デジタルプラットフォーム企業のビジネスモデル

Source: 各種公開資料を基にKearney作成

社会に対して 消費者に対して 企業に対して
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（参考）デジタルプラットフォーム企業は、サービス領域別に複数存在

広告・検索 EC SNS 端末・ソフトウェア
小売

モビリティサービス 宿泊 決済
デジタルプラットフォーム企業（例示的）

Baidu
中国を起点に、検索エ
ンジントと最適化され
た検索広告サービス

Google

検索データベースへのオー
プンなアクセスと広告
出稿最適化エンジン

Alibaba
中国を起点に、世界
へ提供されるECサー
ビス

Amazon

米国を起点に、世界へ
提供されるECサービス

Shopify
簡単にウェブサイトを創
設し、EC事業を開始・
運営可能なサービス

Tencent
コミュニケーションアプリ
「WeChat」では、家
族・友人とのチャットが
できるプラットフォーム

Facebook

家族・友人と写真・メッ
セージを共有できるプ

ラットフォーム

Twitter
半角280文字以内の
メッセージや画像、動
画を投稿できるプラット

フォーム

Apple

片手に入る、パソコンの
ような高機能を誇るス
マートフォンやPCと、付
随するサービスを提供

Uber

車を持っている人と、移
動・配送を必要とする
人を結び付けるアプリ

Airbnb

家主と顧客、現地人と
観光客を直接結びつけ
る、宿泊・旅行プラット

フォーム

PayPal

紙・カードを不要とする、
オンライン決済・送金

サービス

Source: 各社公開情報を基にKearney作成

3.1 デジタルプラットフォーム企業のビジネスモデル
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デジタルプラットフォーム企業は事業者のイノベーションを促し、経済成長に効果がある一方、優位的な地位を
濫用する場合は、新規参入者のイノベーションを妨げる可能性や既存事業者を破綻させる可能性も存在する

デジタルプラットフォーム企業の経済的なインパクト

Source：総務省（2019）「デジタル経済の将来像に関する調査研究」. 第3節. ICTの新たな潮流. ICT の新たな潮流.、
公正取引委員会（2019年12月17日）「デジタル・プラットフォーム事業者と個人情報等を提供する消費者との取引における優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」を基にKearney作成

メリット デメリット

国内事業者
にとって

国内消費者
にとって

– イノベーションの促進
– プラットフォームにおいて、情報やアイデアを手軽・迅速に取得、共有、

収益化することが可能になる。また、業種ごとの縦割りの構造から
レイヤー構造のプラットフォームに変化する。伴い、イノベーションが
生まれやすい市場環境になる

– 市場へのアクセス機会の向上
– 新興企業や中小企業にとって、従来は取引相手になり得なかった

クロスボーダーの企業や消費者とのマッチングを可能にし、国内外の
新たな販路を開拓できる

– 新規参入者のイノベーションの阻害や既存事業者の破壊を
誘引する可能性
– プラットフォームはネットワーク効果などにより、市場の独占化・寡占化

が進みやすい。結果、有望な新規事業者のイノベーションの阻害や、
既存事業者の倒産・破壊につながる可能性

– 購入できるサービス/製品が増加し便益を享受できる
– プラットフォームにより、販売者との距離の制約なく、サービス/製品を

購入/享受できる
– また、マッチングによって、新たな選択肢も享受できる

– 経済価値があるサービスを享受できる
– 多くのプラットフォーム企業では、一方の市場に無料サービスを提供

しており、経済的価値が存在

– 優越的な地位を濫用し、消費者は不利益な取扱いを受け
入れざるを得ない可能性
– 個人情報の不当な取得や利用など、消費者が事業者から不利

益な扱いを受けた場合も、デジタルプラットフォーム企業が市場を
独占化・寡占化し、代替可能なサービスが存在しない場合、受け
入れざるを得ない可能性

3.1 デジタルプラットフォーム企業のビジネスモデル
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足許で大きく成長しているBtoCのプラットフォーム企業を中心に調査（GAFA）
加えて、将来的に脅威が増す可能性があるBtoBのプラットフォーム企業も一部調査（Microsoft＋α）

Source: STARTUP DBの資料、SPEEDAを基にKearney作成

世界時価総額TOP10ランキング（2019年）

順位 企業名 国名 業種

１ アップル IT・通信(BtoC)

２ マイクロソフト IT・通信(BtoB)

2 アマゾン・ドット・コム IT・通信(BtoC)

４ アルファベット IT・通信(BtoC)

５ ロイヤル・ダッチ・シェル エネルギー

６ バークシャー・ハサウェイ 金融

７
アリババ・グループ・ホルディン
グス

IT・通信(BtoC)

８ テンセント・ホールディングス IT・通信(BtoC)

９ フェースブック（現：メタ） IT・通信(BtoC)

10 JPモルガンチェース 金融

GAFAの時価総額推移（2000年→2020年）
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Facebook

Google

Apple

単位：兆ドル

Facebookは、2000～
2011年までのデータなし

Googleは、2000～
2003年までのデータなし

3.1 デジタルプラットフォーム企業のビジネスモデル

本調査の主対象

一部
調査
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巨大化の背景には①ネットワーク外部性、②スイッチングコストの高さ、③規模に関する収穫逓増効果、④潜在
的なグローバル拡張性等の複合的な要因がある

デジタルプラットフォームの経済的特性（巨大化する主たる要因）

Source：総務省（2019）「デジタル経済の将来像に関する調査研究 第3節. ICTの新たな潮流. ICT の新たな潮流.」を基にKearney作成

プラットフォーム

検索 EC コンテンツ地図SNS

消費者

事業者

間
接
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
効
果

直接ネットワーク効果

3.1 デジタルプラットフォーム企業のビジネスモデル

直接・間接両面での
「ネットワーク効果」

パーソナライゼーション
サービスの「スイッチン
グコストの高さ」

「規模に関する
収穫逓増効果」

海外展開が容易な
「潜在的なグローバル
拡張性」

– ネットワークへの参加者が多ければ多
いほど、ネットワークの価値が高まり、
「雪だるま式」に利用者や事業者が更
に増加

– アカウント設定や友人とのコミュニティ形
成など、利用者の投資が必要となる
場合、他へ乗り換える際に発生する
金銭的・手続き的・心理的な負担か
ら、乗換え抑制効果がある

– より多くの顧客にサービスを提供するこ
とで、より多くのデータが収集でき、プ
ラットフォームのサービス価値を更に向
上することができる

– インターネット上で、サービスを世界中に
提供可能

– デジタル化による限界費用の低減を通
じて、新規利用者へと拡大可能

直接・間接のネットワーク効果の詳細

– 直接ネットワーク効果：利用者が増加するほど、利用者にとってサービスの
価値が高まり、利用者が更に増加

– 間接ネットワーク効果：利用者が増加するほど、事業者にとっても広告/商
品/サービスを提供する価値が高まり、事業者数が更に増加



Kearney

2929

80%

7%

12%その他

広告

クラウド

1. セグメントにおけるiPhone, Wearables, Homes and Accessories, Mac, iPad, Accessoriesを合算して記載
Source:各社IR

GAFAの事業と売上比率

GAFAの収益源はそれぞれ異なり、GoogleとFacebookが広告、Appleはハードウェアと付随するサービス、
AmazonはECとAWSを中心に、収益をあげる

Google Apple Facebook Amazon

セグメント別
売上比率
(2020年)

検索エンジンに連動した広告業
（＋Android関連収入＋クラウド
サービス等、法人収入）

自社ハードウェア販売収入
＋一部付帯サービス収入とApp 
Storeのプラットフォーム手数料収入

SNS上に登録されたデータに基づく
広告業

ECと電子書籍と会員サービス
（但し、同部門で利益は出ておらず、
利益はクラウドサービスのAWS）

主な事業

売上金額
(10億ドル)

183 275 86 386

80%

20%

ハードウェア1

サービス

98%

2%

広告

その他

72%

12%

7%

10%その他

クラウド
（AWS)

EC

サービス

3.1 デジタルプラットフォーム企業のビジネスモデル
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共通事項は、消費者/ユーザーを囲い込み、法人から大きな収益を得ることで
消費者向けサービスがグローバルにスケールし、更に法人から莫大な収益を得ている点

GAFAのビジネスモデルの共通項
プラットフォーム企業は、消費者へのサービス価値を高め、囲い込み、ユーザーを
増やし、法人から儲ける構造を作っている

GAFA各社のビジネスモデル

Google

Apple

Amazon

Facebook

検索行動に基づく広告収入＋
Androidユーザを対象としたStore
のプラットフォーム手数料収入を
得る

iPhoneユーザを対象としたApp 
Storeのプラットフォーム手数料収
入を得る

Facebook/Instagramユーザデー
タに基づく広告収入を得る

ECと電子書籍ユーザを対象にした
マーケットにおける出店手数料＋
膨大なトランザクションのためのクラ
ウド基盤の外販収入を得る

3.1 デジタルプラットフォーム企業のビジネスモデル

消費者接点
持つ

価値上がる

データ
貯める

パーソナル
化

ロックイン
（ネットワーク外部性）

ロックイン
（パーソナル化）

広告主/
セラー増える

ユーザー
増える

フィーもらう

ロックイン
（顧客接点独占）

Source: Kearney
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対象・アプローチ：GAFA各社の今後事業拡大し得る領域については、現状の事業領域と、戦略意図を踏まえ、
GAFAが注力していない延伸上にある産業を事業拡大領域とした

GAFAの今後の事業拡大領域検討の対象とアプローチ

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

Google Apple AmazonFacebook

主対象（BtoC プラットフォーム企業）

Microsoft その他

参考対象（BtoB プラットフォーム企業）

今後の事業拡大領域
の推察

戦略意図の
検討

現状の事業領域の
把握

– 提供するサービス/製品
を各産業別・レイヤー
別に、公開情報より把
握（調査した産業と、
レイヤーの定義は
次項）

– 公開情報やニュース記
事より、各社研究開発
するサービス/製品を
把握

1 2 3

– ミッションや経営の方針を
把握

– 創業時からの事業活動
の把握

– 投資性向を把握

– 戦略意図の延伸上にあり、
現在事業拡大していない
領域に、今後拡大しうると
推察

– また、各社の強みや市場
環境を踏まえ、国内企業
にとって脅威になり得るかも
評価

事業領域の概要
調査

4

– Microsoftについては、
GAFA同様提供するサービ
ス/製品を各産業別・レイ
ヤー別に、公開情報より
把握

– その他企業は、代表的な
プレイヤーの事業拡大範
囲を類型化
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（参考）各産業の定義

Source:  総務省 “日本標準産業分類（平成25年10月改定）（平成26年4月1日施行）－目次”

日本標準産業分類 検討対象とした産業

A. 農業，林業

B. 漁業

C. 鉱業，採石業，砂利採取業

D. 建設業

E. 製造業

F. 電気・ガス・熱供給・水道業

G. 情報通信業

H. 運輸業，郵便業

I. 卸売業，小売業

J. 金融業，保険業

K. 不動産業，物品賃貸業

L. 学術研究，専門・技術サービス業

M. 宿泊業，飲食サービス業

N. 生活関連サービス業，娯楽業

O. 教育，学習支援業

P. 医療，福祉

T. 分類不能の産業

Q. 複合サービス事業

R. サービス業（他に分類されないもの）

S. 公務（他に分類されるものを除く）

GAFAの事業拡大領域を検討した産業

全
20

産
業
を
検
討

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

建設業

自動車（含部品）

建機

ロボティクス

化学・素材

電子部品

エネルギー

通信

ITサービス

物流

小売

EC

金融・保険

スマートシティ（都市OS）

福祉・介護

観光・飲食

教育

医療・ヘルスケア

その他

コンテンツ制作・配信

不動産
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レイヤー定義

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

定義 該当例

アプリケーション
（APP）

プラットフォーム
（PF）

ネットワーク
（NW）

– ユースケースの実現を担うアプリケーション・ソフトウェア、サービス

– 複数のアプリケーション・ソフトウェアで共通的に用いられる機能を提供する基盤
的ソフトウェア

– 映像・データ・音声信号送信に用いられる通信機能

– 衛星通信サービス

– 自動運転向けソフトウェア

– メディアプラットフォーム
（例：Youtube）

– 無線通信

– 有線通信

デバイス・
ハードウェア
（HW）

– 上位層の機能を提供する物理的な装置 – スマートフォン

– PC

– 自動車

（参考）事業領域を把握するため、ハードウェアからアプリケーションのレイヤーに分けて検討

Source: Kearney
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まとめ：GAFA各社は、これまでの戦略の延伸上で事業を拡大することが予想され、
既存のBtoCのコアビジネスとの相性の良い「自動車」「コンテンツ」「ヘルスケア」が共通項

Google Apple Facebook Amazon

戦
略
意
図

GAFAの事業概要と今後の事業領域予測

現
状

今
後

テクノロジー（特にAI）を活用した
BtoC向けのパーソナルレコメンデー
ションサービスをコアの領域として事業
を拡大してきた

デザイン意識の高いユーザー層に対して、
ファッション・エンタメ性の高いUX/UIに優
れたデバイスを起点に、垂直統合的な
ユーザー向けプラットフォームサービス
を提供してきた

CtoCのSNSがコア領域。今後は経営
自ら「メタ」への注力を宣言＋
数兆円規模の投資を行い事業転換を
図っている

ECを起点に低価格なto Cサービスを
提供。また、サービスの多角化を行い、
顧客の拡大と囲い込みを行うべく、VC
の垂直統合とそれに付随する外販事
業を展開してきた

APP

NW

HW

PF

IT
サービス

コンテ
ンツ

ヘルス
ケア

自動車
スマー
トシティ

ロボ
ティクス

化学
素材

APP

NW

HW

PF

IT
サービス

コンテ
ンツ

ヘルス
ケア

自動車
スマー
トシティ

ロボ
ティクス

化学
素材

1. 各社、既に市場を支配している産業と、今後事業を拡大すると想定した産業に関して、例示的に記載
Source: 各社公開情報を基にKearney作成

検索エンジン、コンテンツ（YouTube）

ヘルスケア、自動車、
クラウドゲーム、スマートシティー、ロボ、化学

APP

NW

HW

PF

IT
サービス

PC・スマートフォン・ウエアラブルデバイス＋
デバイスに付随するサービス

APP

NW

HW

PF

IT
サービス

コンテ
ンツ

コンテ
ンツ

ヘルス
ケア

ヘルス
ケア

自動車

自動車

クラウドゲーム、メガネ・コンタクト・VR、
自動車

APP

NW

HW

PF

IT
サービス

SNS（Facebook、Instagram）

APP

NW

HW

PF

IT
サービス

コンテ
ンツ

コンテ
ンツ

メタバース（VRイベント、物販、ゲーム、
BtoB向けツール）

APP

NW

HW

PF

EC
コンテ
ンツ

IT
サービス

物流 通信 金融 小売

EC、コンテンツ（Amazon Prime Video）、
AWS

APP

NW

HW

PF

EC
コンテ
ンツ

IT
サービス

物流 通信 金融 小売

コンテンツ（クラウドゲーム）、衛星通信、
金融（融資）、ITサービス（データの外販）、
小売

事
業
領
域
（
例
示
的
）
１

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

凡例 GAFAの既存事業展開領域 GAFAの潜在的な事業展開領域

:支配している領域 :支配していない領域
:日本にとって脅威となる
可能性が高い領域

:日本にとって脅威となる
可能性が高い領域
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Amazon
GO、

Whole
Foods

a

まとめ：今後GAFAが事業拡大する可能性がある領域の中で、とりわけ自動車、コンテンツ、ヘルスケア、
通信インフラ、日本にとって脅威になる可能性

a :AmazonF :FacebookA :AppleG :Google

GAFA各社の今後事業拡大し得る領域

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

1. PFer：プラットフォーム企業の略称
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

:今後本格参入し、日本にとって
脅威となり得る領域

:今後本格参入するが、日本にとって
脅威となる可能性が低い領域

凡例

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産
ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

メタバース
ゲノム
解析

既に
Amazon
が支配

Oculus
VR

自動運
転ロボ
タクシー

中小企
業向け
融資

既に
Amazon
が支配

G F

G Aa

自社
物流網

a

産業ロボ
用プラット
フォーム

G

都市
OS

プロジェクト
カイパー

地上局、
AWS

データ
外販

G

Oculus
ストア

クラウド
ゲーム

F

G A F

F

a

a

a
マテリアル
インフォ

マティクス

G
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Googleは「世界の情報を整理する」ことを社是としており、テクノロジー（特にAI）を活用したBtoC向けの
パーソナルレコメンデーションサービスをコアの領域として事業を拡大してきた

経営の発言/発信 コアな強み

1. 日本経済新聞（2017年4月28日）「米グーグル、広告主の離反懸念覆す 「AIファースト」戦略で高成長」

Source: Google公開情報、pitchbook、 CBINSIGHTS「Visualizing Tech Giants’ Billion-Dollar Acquisitions」、田中 道昭「GAFA×BATH 米中メガテックの競争戦略」、日経Xtech（2008年8月26日）「【電子産業史】1998年：Google社誕生」を基にKearney作成

ミッション
「世界中の情報を整理し、世界中の人がアクセスできて使えるよう
にすること」

テクノロジーを活用し情報の整理や、BtoC向けのレコメンデーションビジネスを提供

– 検索エンジンやGoogle Maps、Google Photoなどのサービスにおいて、AIを活用し
よりユーザーに特化したパーソナライズされたサービス・体験を提供

– レコメンデーション強化のため、AIの企業を積極的に買収

検索サービスGoogle
Searchを提供

事業活動

1998 20052004

スマホOSの開発を行う
Androidを買収

Gmailのテスト版を
公開

2015 2016 2017 2018 2020 20212019 202220142009

Google

ヘルスケア用ウェアラブ
ル端末Fitbitを21億

ドルで買収

クラウドゲーム
Google Stadiaを

提供

2006

Youtubeを16.5億
ドルで買収

Google earth
を提供

AIベンチャーDeepMind
を6.5億ドルで買収

初代Pixel（スマー
トフォン）を販売

自動運転の開発プロ
ジェクトが始動

経営者の発言

スンダル・ピチャイCEO

「我々はAIファーストの企業である」
（2017年、日本経済新聞1）

:スマホ・PC上で提供されるサービス（≒ITサービス）、
スマホ・PC

:スマホ・PC以外で主に提供されるサービス、
スマホ・PC以外のデバイス

凡例

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向
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現状、多岐に渡る事業を展開しているものの、収益の中心はBtoC向けの「検索エンジン」「コンテンツ」提供を通
じた広告収入が中心

現時点の産業別の事業領域

Google

1. PFer：プラットフォーム企業の略称
2. 2020年における割合を記載
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

:支配している領域 参入しているが支配していない領域凡例 参入していない領域

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

Chrome
Book

アプリケー
ション

Google

works

for

Education

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産

産業ロボ
用制御
ソフト
ウェア

ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

Pixel

自動運
転ロボ
タクシー

Fitbit

健康
管理

ゲノム
解析

検索
エンジン、
Google
Cloud

Pixel

Google
Pay

法人向け
小規模
融資

Pixel

カリフォル
ニアなどで
のスマート

シティ

データ
センター

Starlink
と連携

You
Tube

Google
Stadia

Pixel

検索プラットフォームや
Youtubeなどにおける
広告収入で全体売上
の81％2を占める
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1. PFer：プラットフォーム企業の略称
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

コアとなるBtoCのパーソナルレコメンデーション領域の延伸上にある「自動運転・ヘルスケア」に展開する可能性。
スマートシティOSや、ゲーム、素材・産業ロボに事業拡大が考えられるが、脅威となる蓋然性は低い（1/2）

Google

今後事業拡大し得る領域

:今後本格参入し、日本に
とって脅威となり得る領域

:今後本格参入するが、日本に
とって脅威となる可能性が低い領域

凡例

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

マテリアル
インフォ

マティクス

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産

産業ロボ
用プラット
フォーム

ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

Pixel

自動運
転ロボ
タクシー

Fitbit

健康
管理

ゲノム
解析

検索
エンジン、
Google
Cloud

Pixel

Google
Pay

法人向け
小規模
融資

Pixel

都市
OS

データ
センター

Starlink
と連携

You
Tube

Google
Stadia

Pixel
Chrome

Book

Google

works

for

Education
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Chrome
Book

Google

works

for

Education

1. PFer：プラットフォーム企業の略称
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

コアとなるBtoCのパーソナルレコメンデーション領域の延伸上にある「自動運転・ヘルスケア」に展開する可能性。
スマートシティOSや、ゲーム、素材・産業ロボに事業拡大が考えられるが、脅威となる蓋然性は低い（2/2）

Google

今後事業拡大し得る領域

:今後本格参入し、日本に
とって脅威となり得る領域

:今後本格参入するが、日本に
とって脅威となる可能性が低い領域

凡例

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産
ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

Pixel Fitbit

健康
管理

検索
エンジン、
Google
Cloud

Pixel

Google
Pay

法人向け
小規模
融資

Pixel
データ

センター

Starlink
と連携

You
Tube

Pixel

マテリアル
インフォ

マティクス

産業ロボ
用プラット
フォーム

自動運
転ロボ
タクシー

ゲノム
解析

都市
OS Google

Stadia

想定参入理由
– 技術的フロンティア
– 膨大なコンピューティングリソースを活

用できる

脅威になり得る理由
– AIを用いたゲノム解析を活用した診断

/治療に関連するサービスを提供する
可能性。その場合、日本人の多くの生
体データがグローバルプラットフォーム企
業に管理され得る

想定参入理由
– 技術的フロンティア
– BtoC向けのパーソナライズノウハウが

生かせる

脅威になり得る理由
– 仮に完全自動運転ロボタクシーの技

術が確立し、法整備も完了した場合、
タクシー業界や自動車業界に影響を
及ぼす可能性

想定参入理由
– 技術的フロンティア
– BtoCの広告と相性が良い
– 膨大なコンピューティングリソー

スを活用できる

脅威になり得る理由
– BtoCのレコメンテーションが活

用できずGoogleの
得意領域ではない可能性

想定参入理由
– 技術的フロンティア
– 膨大なコンピューティングリソース（GCP）を活用

できる

脅威となる可能性が低い理由
– BtoCのレコメンテーションが活用できずGoogleの

得意領域ではない可能性
– カスタマイズの提案が必要となり、かつBtoBの顧客接

点を保有しない為、太宗のシェアを奪うとは考えにくい

想定参入理由
– 技術的フロンティア
– BtoC向けのパーソナライズ

ノウハウが生かせる
脅威となる可能性が低い理由
– BtoC以外に、BtoB・BtoG(政府・自治

体）のケーパビリティも必要になるため
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Appleはデザイン意識の高いユーザー層に対して、ファッション・エンターテイメント性の高いUX/UIに優れた情報
端末デバイスを起点に、垂直統合的なユーザー向けプラットフォームサービスを提供してきた

経営の発言/発信 コアな強み

1.Bloomberg (2021年11月19日)「Apple Accelerates Work on Car Project, Aiming for Fully Autonomous Vehicle」より、2014年頃からプロジェクトが開始されたと推察、 2.日本経済新聞（2021年11月19日）「完全自動運転のアップルカー、25年の発売計画 米報道」
3.日本経済新聞（2019年7月26日）「アップル、インテルのスマホ半導体買収を発表」
Source: Apple公開情報、pitchbook、田中 道昭「GAFA×BATH 米中メガテックの競争戦略」、毎日新聞（2018/8/3）「アップル１兆ドル突破 歴史的大台の現状と課題」を基にKearney作成

ミッション

社としてのミッションを具体的には明示していないものの、広告を通
じて｢リードする｣｢再定義する｣｢革命を起こす｣といったブランド
メッセージを打ち出し、同社の世界観を表現

– 例えば、1997年のApple Computer発売時に「Think 
Different」という広告スローがンを掲げ、他メーカーとは一線を画
したブランドイメージを形成

デザイン感度の高いユーザー層に対し、デザイン性の高い直観的なUI・UXのデバイスを
通じデジタルエンターテイメントを提供

– 機能価値；徹底的に機能美を追求した、直観性に優れたUI・UX

– 感性的価値；Apple製品を保有することがステータスとなりうるブランド価値

加えて、コアデバイスを起点とした垂直統合的なユーザー向けプラットフォームサービス
の提供

初代コンピュータ
Apple1を販売

事業活動

1976 20022001

自動車事業「プロジェクト
タイタン」が始動1

– 2025年の発売を目指す2

初代Apple Watch
を販売

2018 2020 2021 20222014

Apple

2013

iTunes Store
を提供

Apple TV＋
を提供

Intelのスマホ半導体部門を
10億ドルで買収

– 取得したIPを用いて製品開
発の促進する狙いと推察3

Apple Arcade
を提供

:デバイス :サービス凡例

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

1984

初代マッキントッシュ
（通称Mac）を発売

2007 2008 2009 2010

初代iPhoneを発売

初代iPadを発売

2019

初代iPodを発売

2003
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これまでは、Mac→iPod→iPhone→iPad→Apple Watchなどファッション性・エンターテイメント性の高い
デバイスと専用プラットフォームを通じてビジネスを拡大してきた

現時点の産業別の事業領域

Apple

1. PFer：プラットフォーム企業の略称
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

:支配している領域 参入しているが支配していない領域凡例 参入していない領域

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション

iPad

スクール
ワーク、
クラス
ルーム

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産
ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

iPhone
Apple
Watch

ヘルス
ケアアプリ

iCloud、
Apple
ストア

iPhone
Apple
Car

Apple
Pay,

iPhone
間の決済

iPhone
Apple
Store

Apple
TV＋

iTunes

Apple 
Arcade

iPhone

デバイスが起点となり
プラットフォームを展開している
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iPad

スクール
ワーク、
クラス
ルーム

今後は、ファッション・エンターテイメント性の高いハードウェアを起点としたサービス展開の延長線上として、
「ウェアラブルデバイス」「コンテンツ」領域の拡大・「次世代自動車」領域への本格参入が本命として考えられる

今後事業拡大し得る領域

Apple

1. PFer：プラットフォーム企業の略称
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

:今後本格参入し、日本に
とって脅威となり得る領域

:今後本格参入するが、日本に
とって脅威となる可能性が低い領域

凡例

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産
ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

iPhone
Apple
Watch

ヘルス
ケアアプリ

iCloud、
Apple
ストア

iPhone

Apple
Pay,

iPhone
間の決済

iPhone
Apple
Store

Apple
TV＋

iTunes

iPhone
Apple
Car

Apple 
Arcade

想定参入理由
– 人のライフタイムにおいて、接する

時間の多い情報通信ハードウェア

脅威になり得る理由
– ハイエンドにより、一部のAppleファ

ンによる購入はあるが、太宗のシェ
アを獲得するとは考えづらい

想定参入理由
– Apple TVと同じBtoCの

コンテンツビジネスであるため、
内製化する可能性

脅威になり得る理由
– 既存の顧客接点をレバレッジ

できるため、クラウドゲームの
シェアを獲得できる可能性
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Facebookは、「ヒトとヒトの繋がりによる承認欲求」を満たすCtoCのSNSがコア領域。今後は経営自ら「メタ」
への注力を宣言＋数兆円規模の投資を行い事業転換を図っている

経営の発言 コアな強み

1.Bloomberg (2021年10月29日)「米フェイスブック、社名を「メタ」に変更－イメージ刷新図る」、 2.The New York Times (2021年10月29日) 「The Metaverse Is Mark Zuckerberg’s Escape Health」
Source: Facebook公開情報、pitchbook、CBINSIGHTS「Visualizing Tech Giants’ Billion-Dollar Acquisitions」、 田中 道昭「GAFA×BATH 米中メガテックの競争戦略」、
アレックス・モザド「プラットフォーム革命――経済を支配するビジネスモデルはどう機能し、どう作られるのか」を基に、Kearney作成

ミッション
「人々にコミュニティを構築する力を提供し、世界のつながりを密に
する」

経営者の発言

消費者にとって魅力度の高いCtoCメディアサービスを構築し、取得した膨大なデータを
活用しパーソナルレコメンデーション広告を通じ、法人顧客から収益を獲得する

– 世界最大のメディアサービス上で、個人の属性（性別・年齢・学歴・趣味など）、交友
情報、行動情報（SNS上のやりとり）を取得

– 上記の個人に関する幅広い・膨大なデータ量を活用し、精度の高いパーソナルレコメン
デーション広告を配信

ハーバード大学内の
交流サイト

Thefacebookを作成

事業活動

2004 20062005

Instagramを10億ドル
で買収

WhatsAppを220億
ドルで買収

Oculus VRを20億ドル
で買収

Facebook上でゲーム
サービスを提供

社名を「メタ」に
変更

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2020 20212019 2022

Facebook

Facebookを
一般公開

2012

マーク・ザッカーバーグ

• 「これからはフェイスブック・ファーストではなく、メタバー
ス・ファーストで進んでいく」（2021年、Bloomberg1）

• 「メタバース関連投資に2021年では約100億ドル
を投じる予定」（2021年、New York Times2）

:SNS :メタバース

バーチャル会議室
Horizon

Workroomsのテス
ト版を公開

Cloudゲーム
サービスを提供

チェコVRゲーム制作
会社Beat Gamesを
7800万ドルで買収

凡例

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向
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これまでは、メディアを変えつつもSNSを起点とした顧客拡大と広告収入が中心となり、売上を拡大

現時点の産業別の事業領域

Facebook

1．PFer：プラットフォーム企業の略称 2. 2020年における割合を記載
3．衛星通信によるインターネット接続の取組や、子会社のAthenaによる衛星開発・打ち上げの取組が行われていたが、21年Facebookの衛星インターネットチームがAmazonへ移籍したため、今後Facebookが衛星通信事業を行わない可能性も存在。

Source：The Verge (Jul 14, 2021) “Facebook’s satellite internet team joins Amazon”, DCD (Jul 14, 2021) “Amazon acquires Facebook’s satellite team”
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

:支配している領域 参入しているが支配していない領域凡例 参入していない領域

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産
ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

衛星
通信

の開発3

メタバース

Oculus
ストア

クラウド
ゲーム

Oculus
VR

Face
-book
Pay

Oculus
VR

Face-
book/

Instag-
ram

メタバース

Face-
book/

Instag-
ram

メタバース

SNSにおけ
る広告収入
で全体売
上の98％2

を占める
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今後は、メタにおいて「コミュニケーション領域から」より多くの顧客にアドレスし、最終的にはリアルを代替する没入
感の高いサービスの提供を企図していることが伺える

今後事業拡大し得る領域

Facebook

1.PFer：プラットフォーム企業の略称、 2. トウシル今中 能夫（2021/12/24） 「2020年代最大の怪物？「メタバース」―投資するならITか半導体か― 」
3.The New York Times (2021年10月29日) “ The Metaverse Is Mark Zuckerberg’s Escape Health”
Source: 各種公開資料、 pitchbookを基にKearney作成

:今後本格参入し、日本に
とって脅威となり得る領域

:今後本格参入するが、日本に
とって脅威となる可能性が低い領域

凡例

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産
ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

衛星
通信

の開発3

Face
-book
Pay

Face-
book/

Instag-
ram

Face-
book/

Instag-
ram

Oculus
ストア

クラウド
ゲーム

Oculus
VR

Oculus
VR

メタバース

メタバース

想定参入理由
– 注力領域のメタバースのユースケースであるゲー

ム領域への事業拡大

脅威になり得る理由
– ソニー、任天堂等のコンソールプラットフォーマに

とって脅威・ソフトメーカーは共存可能
– BtoC向けの分散型市場で、1toManyの

サービス提供が可能でありPFerの得意領域

Facebookのメタバースへの参入戦略の考察：
メタバースにおけるVRゲームやVRイベント、新たなコミュニケーションメ
ディアの展開に向け、積極的な投資や提携を進めている

– 2018～2020年のメタバース関連の投資は、441億ドル2。2021年で
は約100億ドルを投じる予定3

– ソフトウェア関連の企業だけでなく、VR機器などのハードウェアや3Dマッ
プの企業を、買収・提携している

想定参入理由
– 注力領域のメタバースのユースケース

であるコミュニケーションメディアへの事
業拡大

脅威になり得る理由
– コミュニケーション領域において、国内

に強いプレイヤーが存在しないため影
響は軽微だが、デジタル空間がリアル
を代替する場合には、観光、エンタメ
などのリアルにおける産業に影響し
得る
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Amazonは、ECを起点に消費者をロックインするためのサービスを充実化。
また、ECに関連するインフラを整備する過程において、当インフラを法人向けに外販してきた

経営の発言 コアな強み

Amazon

1. 2006年当時は、“Amazon Unbox”として提供開始。 Source：Crunch Base(2006年9月8日) 「Amazon Unboxがいよいよオンエア」
2. 証券経済研究所（2021年）「アマゾンの銀行化とアップルの金融機関化」,  3. Amazon （2020年7月31日）「Amazon receives FCC approval for Project Kuiper satellite constellation」
Source: Amazon公開情報、pitchbook、田中 道昭「GAFA×BATH 米中メガテックの競争戦略」を基にKearney作成

ミッション
「地球上でもっとも顧客第一主義の
会社」

創業時の
ビジネス構想

創業者ジェフ・ベゾスは、創業時より、
低コスト・低価格を実現し、品揃えを
増やし、顧客の体験価値を改善する
ことで、トラフィックを増やし、売り手を
増やす循環モデルを思案

低価格

成長
顧客
体験

低コスト
構造

取引

売り手

品揃え

ECを起点に消費者へのサービスの多様化・低価格化を進めると共に、規模を活用した
EC向けのインフラ投資を法人向けに外販することで収益化

– 創業時より顧客第一主義を念頭に、顧客（消費者）を中心としたサービスを多角的
に展開

– また、顧客へのサービス展開を加速するため、物流やサーバーなどに投資を行い、
当アセットを外販することで法人から収益を得ている

ベゾスが考案した循環モデル

EC事業サービスを提供

事業活動

1994 2006

Amazon Prime 
Videoを提供1

Amazon Lending
（EC事業者向け
融資）を提供2

スマートスピーカーを
販売

AWSサービスを提供 書店（店舗）を出店

Whole Foods market
（食品スーパー）を

137億ドルで買収

Amazon Luna（クラ
ウドゲーム）の提供

Zoox（自動運転システムの技
術開発事業）を13億ドルで買収

衛星打ち上げ計画を発表

– プロジェクトカイパーでは、100億ドル以上か
け、3.2千機の小型衛星を打ち上げる予定3

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2020 20212019 2022

PillPack（薬のEC
販売）を10億ドルで

買収

:BtoCサービス :BtoBインフラサービス凡例

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

2011

Amazon Go（小
売店舗）を出店
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これまでは、ECのサービスの多角化（toC向けのプラットフォーム上のサービスの充実化） とEC関連の
インフラへの投資を通じたサービスの低コスト化と外販（物流、AWS）を展開してきた

現時点の産業別の事業領域

Amazon

1. PFer：プラットフォーム企業の略称
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

:支配している領域 参入しているが支配していない領域凡例 参入していない領域

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産
ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

Amazon

健康
管理

Haloサーバー

中小企
業向け
融資

Amazon、
Amazon

Pay

Amazon
GO、

Whole
Foods

Amazon
GO、

Whole
Foods

AWS

キャリアとの
連携

プロジェクト
カイパー

サーバー、
キャリアとの

連携

地上局、
AWS

AWS

データ
外販

AWS

Amazon
Prime
Video

Amazon
Lune

自社
物流網

BtoC向け
サービスの多角化

インフラ投資
の外販による
BtoB向けビ
ジネスを展開

インフラ投資
の外販による
BtoB向けビ
ジネスを展開
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今後は、既存の顧客向けサービスとの相性の良い「ゲーム」、インフラの外販として「通信」「データ」に乗り出す
（1/2）

今後事業拡大し得る領域

Amazon

1. PFer：プラットフォーム企業の略称
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

:今後本格参入し、日本に
とって脅威となり得る領域

:今後本格参入するが、日本に
とって脅威となる可能性が低い領域

凡例

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産
ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

Amazon

健康
管理

Haloサーバー

中小企
業向け
融資

Amazon
GO、

Whole
Foods

Amazon
GO、

Whole
Foods

AWS

キャリアとの
連携

プロジェクト
カイパー

サーバー、
キャリアとの

連携

地上局、
AWS

AWS

データ
外販

AWS

Amazon
Prime
Video

クラウド
ゲーム

自社
物流網
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今後は、既存の顧客向けサービスとの相性の良い「ゲーム」、インフラの外販として「通信」「データ」に乗り出す
（2/2）

今後事業拡大し得る領域

Amazon

1. PFer：プラットフォーム企業の略称
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

:今後本格参入し、日本に
とって脅威となり得る領域

:今後本格参入するが、日本に
とって脅威となる可能性が低い領域

凡例

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産
ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

Amazon

健康
管理

Haloサーバー

AWS

キャリアとの
連携

サーバー、
キャリアとの

連携

AWS

AWS

Amazon
Prime
Video

中小企
業向け
融資

Amazon
GO、

Whole
Foods

Amazon
GO、

Whole
Foods

プロジェクト
カイパー

地上局、
AWS

データ
外販

クラウド
ゲーム

自社
物流網

想定参入理由
– CのためのBビジネス

としての展開が可能

脅威となる可能性が
低い理由
– あくまでセラー向け

のサービスとして展
開することから影響
は軽微

想定参入理由
– Amazon経済圏の拡大のためにボーダーレ

スなサービス展開ができる
– BtoCのためのBtoBビジネスとしての展開が

可能

脅威になり得る理由
– 既存の通信事業者にとって脅威となる

– 圧倒的なインフラ投資の規模による先行
投資で勝敗が決する領域

想定参入理由
– BtoCのためのBtoBビジネスと

しての展開が可能

脅威となる可能性が低い理由
– カスタマイズ性の高いBtoBサー

ビスでありスケールしない

想定参入理由
– Prime Videoと同じコンテンツビジネス
– ありあまるコンピューティングリソース

（AWS）を活用できる

脅威になり得る理由
– ソニー、任天堂等のコンソールプラット

フォーマにとって脅威・ソフトメーカーは共
存可能
– BtoCの分散型市場で、1toManyの

サービス提供が可能でありプラット
フォーム企業の得意領域

– 日本に強いプレイ
ヤーがいないため
脅威にならない
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Microsoftは、B顧客向けにAzureを用いたソリューションを展開しており、衛星通信領域にも事業拡大している
加えて、C顧客向けには、XBOXのコンソールゲームを提供し、クラウドゲームにも事業を拡大している

現時点の産業別の事業領域

Microsoft

1. PFer：プラットフォーム企業の略称
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

:支配している領域 参入しているが支配していない領域凡例 参入していない領域

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業PFer1が席捲する産業

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産
ロボティ
クス

卸売・
小売業

小売 エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)
物流

運輸・
郵便業

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業

建設業不動産業

建機

製造業

Internet
Explore、
Skype

Surface
Laptop

Internet
Explore、
Skype

Azure

キャリアや
Starlink
と連携

Azure Xbox

コンソール
ゲーム、
クラウド
ゲーム

コンソール
ゲーム、
クラウド
ゲーム

Azure

Azure,
Office
365

Surface
Laptop

Windows
11SE、

Microsoft
365

Education
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✓

プラット
フォーム

ネットワーク

デバイス・
ハードウェア

アプリケー
ション ✓✓✓ ✓✓✓ ✓ ✓

なお、GAFA以外の企業については、従来のコーポレート系のBtoB向けサービスが頭打ちしており、製薬、建設・
製造業など特定の業界に特化したBtoB向けサービスを提供するデジタルプラットフォーム企業が出現している

金融・
保険

自動車
(含.
部品)

医療・
ヘルス
ケア

化学・
素材

電子
部品

製造業
保険衛生
・社会事業

金融・
保険業

教育・学
習支援業

製造業

IT
サービス
(BtoC)

宿泊・
飲食業

観光
・飲食

情報通
信業

EC

卸売・
小売業

不動産

GAFA以外のBtoBデジタルプラットフォーム企業の事業領域

エネル
ギー

電気・ガス・
熱供給・
水道業

教育
福祉・
介護

建設業

医療・
福祉

建設業不動産業

PFer1が席捲する産業

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

✓✓✓✓ ✓✓✓✓✓

✓

建機

製造業

✓

✓

物流

運輸・
郵便業

✓

✓

卸売・
小売業

小売

✓

✓

ロボティ
クス

✓

✓

通信
コンテン
ツ制作・
配信

IT
サービス
(BtoB)

情報通信業

✓

不動産業

スマート
シティ

(都市OS)

業界横断・業務特化型のBtoBサービス

業
界
特
化
型

1. PFer：プラットフォーム企業の略称
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

その他

BtoC PFerが席捲し
脅威になる可能性がある産業

PFの侵食が
進みづらい/脅威にならない産業

今後BtoB向けPFerが
席捲し脅威になる
可能性がある産業
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BtoB向けプラットフォームサービスは、3つの類型が存在

業界

デジタルプラットフォーム企業が提供する業界別のサービス一覧

中小企業が多い大企業が多い

Source: 各種公開資料を基にKearney作成

コーポレート

調達

製造

物流

販売

サービス

開発

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

・・・製薬 物流 飲食不動産 小売

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

建設製造

・・・

配車管理、
経費管理

発注・生産・
納期管理

CRMサービス
配送業務
効率化

不動産売買

施工管理
支援

工事事業者
マッチング

部品の調達

部品のオンライ
ンマーケット

運送会社との
マッチング

不動産管理
予約システム、

POSレジ
予約システム、

POSレジ

治験データ管理
規制当局対応

等

発注・生産・
納期管理

部品の調達

業界特化型
（バーティカル）

複数業界特化型
（マルチバーティカル）

水平展開型
（ホリゾンタル）
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デジタル化が進みづらかった高い専門性を必要とする業界やデータを取得できなかった業界向けの特化型の
サービスが台頭しつつある

各類型毎の定義と代表的な企業・サービス概要

Source: 各種公開資料を基にKearney作成

3.2 デジタルプラットフォーム企業の戦略・投資動向

複数業界特化型
（マルチバーティカル）

業界特化型
（バーティカル）

水平展開型

専門性の高い業界、独自の慣習の残る業界や、
規制産業などに対してサービス提供する業界・
業種特化型のBtoB向けサービス

複数の特定の業界・業種に特化したサービスを
横展開して提供するBtoB向けサービス

業界・業種に関わらず、コーポレート機能などの
特定の業務に対するBtoB向けサービス

Veeva

規制文書の管理、臨床試験・臨床データ・規制
当局のやり取りなど、医療・製薬業界に特化した
コンテンツ管理プラットフォームを提供（直近10年
で、企業価値が約10倍に上昇）

Procore

建設業における多くの利害関係者が、インターネッ
トに接続されたデバイス上で、どこでも共同できる
ためのクラウドベースの建設管理ソフトウェアを提供

Samsara

IoTデバイスを用い、機器の位置情報や定点観
測などリアルタイムでモニタリング分析等を行うサー
ビスを提供

Autodesk

建設業・製造業に特化した3DCAD、BIMの他、
映像、アニメーション、ゲームなどの領域に特化し
3DCGのソフトウェアを開発、提供

Slack

メッセージのやり取り、ファイルの共有や通話の他、
チーム別、プロジェクト別など組織に適したスタイル
でチャンネルを作成できるコミュニケーションツールを
提供

SAP

「経営・業務の効率化」や「経営の意思決定の迅
速化」の実現を目的とし、人事・会計・ロジスティク
ス等に関するITサービスを提供

定義

代表
的な
企業

・サービ
ス事例

高い専門性（規制や特殊な商習慣等）が必要
な領域向けのサービスも企業価値を上げている

技術（センシング、通信等）の進化を背景に、
ハードと掛け合わせてデジタル化が進んでいない領
域（ブルーワーカー向け等）向けサービスも台頭
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Kearney

5656

デジタルプラットフォーム企業が参入し、脅威になり得る産業の特定アプローチは、「デジタルで完結」、「分散型
市場」、「1toManyでサービス展開が行いやすい」要件を全て満たすかを判定

デジタルプラットフォーム企業による脅威度が高い産業の要件

1toManyでのサービス展開
が行いやすい

分散型市場デジタルで完結 1 2 3
– 供給側が寡占化していない、又は、

顧客数が多い産業

– 分散型市場の場合、各企業が自
前のシステム等を開発するとコストが
かかりすぎることから効率が悪く、プ
ラットフォーム企業のサービスを利用
した方が経済合理的であり業界の
プラットフォームへの依存度が高くな
りやすい

１～３すべての要件を満たす産業は、デジタルプラットフォーム企業による脅威度が高いと分類

– リアルでのサービスが不要であり、デ
ジタル上でサービスを完結できる
産業

– デジタルで完結する場合、人を介在
する必要がない（≒ハイタッチではな
い）産業であるため、プラットフォー
ムとの親和性が高い

– 提供するサービスのすり合わせ/カス
タマイズが不要であり、汎用的な
サービスで大部分の顧客ニーズを満
たせる産業

– 1toManyのサービスの場合、
顧客ごとにサービスの開発が不要で
あることからプラットフォームとして
展開しやすい

3.3 日本の産業に与える影響
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教育機関/
生徒向け
プラット
フォーム

エネマネ
マテリアル
インフォ

マティクス

プラット
フォーム

メタバース
ゲノム
解析

Amazon
都市
OS

ネットワーク
プロジェクト
カイパー

デバイス・
ハードウェア

Oculus
VR

ウェアラブ
ル端末

サーバー
iPhone
Pixel

AWS
地上局、
AWS

iPhone
Pixel

アプリケー
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GAFAやその他のプラットフォーム企業は太宗の産業に進出し、数十年の時間軸では日本にとって脅威となりうる。とりわけ日
本が強い自動車、コンテンツ（ゲーム）、経済安全保障の根幹をなす通信（宇宙NW）、機微性の高いデータを取り扱うヘ
ルスケアにおいて支配力を高めることが脅威
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プラットフォーム企業の今後事業拡大し得る領域
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1.PFer：プラットフォーム企業の略称
2.産業において、既存プレイヤーとの競争関係にあり、かつスケールし得る場合に、“脅威”と定義。また図表に、各産業・レイヤーにおける実例を記載
Source: 各種公開資料を基にKearney作成

:今後本格参入し、産業に
とって脅威2となり得る領域

:今後本格参入するが、産業に
とって脅威となる可能性が低い領域

凡例

3.3 日本の産業に与える影響
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グローバル産業：日本の強みである自動車産業における雇用喪失やコンテンツ（ゲーム）産業のシェア減に繋
がることに加え、ヘルスケア・通信インフラ等、経済・安全保障の根幹をなす産業への影響が特に脅威（１/４）

日本のグローバル産業におけるプラットフォーム”脅威”の評価

2030年 2050年

脅威度1

日本標準
産業分類

産業分類

（ベースシナリオ）EV化が一定進行し、内燃系・EVの多角化が可能な一部自動
車メーカーは競争力を維持する一方で、下位メーカー・部品メーカーはジリ貧化
– EV: EV比率は上がる一方で、中産階級の台頭により、内燃機関系が一定市場

にプレゼンスを維持することから、多角化対応が可能な一部の完成車メーカーは、
競争力を維持する一方で、下位メーカー及び部品メーカーはEV開発・サービス化
を含めたケイパビリティがなく、ジリ貧化する

– 自動化の普及は技術・法整備の立ち上がり時期が見えない＋サービスプロバイ
ダーが支配的になる蓋然性が低い

（リスクシナリオ）CASE進行により日本企業のシェア・雇用減が見込まれる
– 仮にステージ4,5の自動運転技術が一般化し、経済性含めモビリティの「所有」→

「利用」へ転換した場合、自動運転のサービスプロバイダーが支配力を持つ可能性
– このような状況においては、ものづくりの強みではなく、都市インフラの一部である交

通制御システムの安全性、ユーザビリティの高いサービス設計等が産業のKSFとな
り現状の強みは活きず、日本の自動車メーカーのシェアが大幅に失われる可能性

自動車
（含部品）

従来のハードからソフトウェアへの転換が一定進む一方で、ライフサイクルの長い
商材であり脅威になる蓋然性は低い
– 現状、ソフトウェア領域に米国系のSAP・オラクルが上流系のERPから染み出して

いたり、一部ベンチャーも当領域におけるプラットフォーム開発を行っている
– 但し、ライフサイクルが長く、プラットフォーム企業が支配的になる蓋然性は低い

業界におけるソフトウェア化が進み、日本メーカーのシェア減の可能性
– 人手不足や属人的な建機操作の解決策として、ソフトの差別化や重要性が増す

一方、ハードはコモディティ化が進む
– 日本企業がソフトウェアのソリューション展開に乗り遅れる場合や、他社ソフトウェア

と自社のハードの互換性がなくハードのシェアが減少する場合、脅威になり得る

建機

EV化は一定進むが、内燃系が主流である構造は変わらず、脅威は顕在化しない
– 世界的な人口増・中産階級の台頭により、自動車市場全体は成長
– EVは、内燃系と比較し、コストが高く、現時点ではコストが逆転する革新的な技

術は存在しておらず、自動車の主要顧客層である中間所得層にとってアクセス可
能な価格帯でEVが提供される蓋然性は低い

– また、自動運転の技術的確立や法整備も、2030年断面では非現実的であるた
め、劇的なシェアの変化は見込めない

ロボティクス

化学・素材

ディスラプティブなテクノロジーはない一方で、メーカー横断でのサービスは登場し
つつあり徐々にソフトウェアの重要度が高まる
– 既にジーメンス・PTCといった欧米系企業がスマートファクトリー向けプラットフォーム

レイヤーを狙っており、メーカー横断での稼働監視・異常検知・一体管理サービスを
提供している（更にティーチングの自動化等が可能になると脅威）

– 工場における投資サイクルを勘案すると大幅なシェアの入替は考えにくい

ティーチングの自動化など技術革新が起こり、ソフトウェアのプラットフォーム企業が
影響力を増せば日本企業にとっては脅威となる
– ティーチングの自動化などより高付加価値なサービスをプラットフォーム企業が提供

する可能性があり、その場合は産業ロボの導入コスト減により市場の裾野が広がる
– 但し、ハードのコモディティ化が進み、ハードに強みを持つ日本企業にとっては脅威と

なりうる（劇的にシェアが下がる/ソフトウェア会社のサプライヤーになりさがる）

3.3 日本の産業に与える影響

顧客接点をプラットフォーム企業が牛耳りづらい業界構造であり、脅威度は低い
– 化学・素材メーカーにとって、主顧客はBtoBの大企業であり、分散的でない
– 従い、プラットフォーム自体の付加価値が出しづらい構造

– 同左

高低

製造業

Source: Kearney
1. GAFAが席捲し、「①経済インパクトがある」＝日本企業の産業内シェアが大幅に下がり雇用減につながる/大幅な税収減につながる 「②経済安全保障上のリスクがある」＝例：国防上の観点でリスクがある、機微性の高い生体データ等が国外流出し、管理される
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グローバル産業：日本の強みである自動車産業における雇用喪失やコンテンツ（ゲーム）産業のシェア減に繋
がることに加え、ヘルスケア・通信インフラ等、経済・安全保障の根幹をなす産業への影響が特に脅威（２/４）

日本のグローバル産業におけるプラットフォーム”脅威”の評価

2030年 2050年

高低脅威度1

日本標準
産業分類

産業分類

3.3 日本の産業に与える影響

通信

技術的な実現性の観点からも地上通信の方が優位性が高く脅威はない
– AmazonやMicrosoftなどによる、宇宙NWと地上NWの統合は2030年以降に実

現予定
– また、技術面でコスト・通信速度/品質において宇宙NWと地上NWの逆転はない

宇宙NWが地上NWを代替し、既存の通信事業者のシェア・雇用・税収が減少
– 数十年の時間軸では、宇宙NW、地上NWのコストパリティが実現する可能性
– その場合、既存通信事業者の利益プールが設備保守など一部に縮小し、日本の

通信事業者のシェア・雇用・税収が減少

顧客接点をプラットフォーム企業が牛耳りづらい業界構造であり、脅威度は低い
– 電子部品メーカーにとって、主顧客はBtoBの大企業であり、分散的でない
– 従い、プラットフォーム自体の付加価値が出しづらい構造

– 同左電子部品製造業

既にGAFAを中心とするプレイヤーが支配しており、脅威度は変わらない
– CtoCコミュニケーション領域においては、Facebook/Instagramなどが支配力を

持っている
– BtoB領域においても、GAFA+M(AWS/Azure）が強い

– 同左
ITサービス

既にAmazonが支配しており、脅威度は変わらない
– AmazonのECにおける売上はAmazon primeによる配送特典などにより増加傾

向。今後も書籍・生活雑貨・衣服等の即時性の低い商品を中心に増加。
– 伴い、国内ECプレイヤーの売上や国内小売市場の売上に影響し得る

– 同左EC卸売・
小売業

コンテンツ
制作・配信

ゲーム）クラウドゲームの台頭によりコンソールゲームのシェアが下がる
– GAFAを中心に技術革新を背景に、クラウド型ゲームが台頭
– コンソール型のゲームのシェアが下がり、ソニーや任天堂にとっては脅威。ソフトウェア

メーカーにとっては、プラットフォーム企業と補完関係になる
アニメ）既に顕在化しているとおりプラットフォーム向けにコンテンツ制作を実施し、
補完関係となる（買いたたかれる可能性も一部存在）

コンテンツIP全般）Web3.0への対応が遅れた場合、日本のコンテンツIP/ブランド
保有企業の競争力がなくなる可能性
– 既に足元で顕在化しつつあるNFT・ブロックチェーン技術により、分散型経済圏が

台頭（時間軸は早まる可能性）
– 国による政策的支援が行えない場合、日本のIP/ブランド企業は新しいルールへの

適応が遅れ、衰退する世界があり得る

Source: Kearney
1. GAFAが席捲し、「①経済インパクトがある」＝日本企業の産業内シェアが大幅に下がり雇用減につながる/大幅な税収減につながる 「②経済安全保障上のリスクがある」＝例：国防上の観点でリスクがある、機微性の高い生体データ等が国外流出し、管理される

情報通信業



Kearney

6060

グローバル産業：日本の強みである自動車産業における雇用喪失やコンテンツ（ゲーム）産業のシェア減に繋
がることに加え、ヘルスケア・通信インフラ等、経済・安全保障の根幹をなす産業への影響が特に脅威（３/４）

2030年 2050年

高低脅威度1

日本標準
産業分類

産業分類

日本のグローバル産業におけるプラットフォーム”脅威”の評価

既に進行している決済を除きプラットフォーム企業による脅威は軽微
– 融資（法人）：デジタルプラットフォーム企業が中小企業融資に参入する可能

性もあるが、日本の中小経営者のデジタルリテラシーを勘案すると、地銀が一定
シェアを堅持する可能性が高い

– キャッシュレス決済：オフライン決済サービスについては、間口拡大において草の根
的な営業活動が重要であり、プラットフォーム企業による総取りは考えにくい。

– オンライン決済サービスについては、プラットフォーム企業が席捲する可能性はあるが
新興市場であり産業への影響は軽微

– 保険：一部のバリューチェーン（健康データの提供）を除き、積極的にプラット
フォーム企業が保険領域に事業を拡大する可能性は低い
– 引受：莫大な資本が必要かつ国際的な規制により資本運用に関して規制を

受けることから積極的な参入は考えづらい
– 販売：過去にもGoogle Insuranceなどアグリゲーターとしての試みもあったが

失敗。原因は保険加入の認知・意思決定において人の介在が重要と思料
– 健康データ提供：方向性としてはありうるが、バリューチェーン全体の極めて一部

の機能であり、産業全体への影響は僅少

融資領域において、プラットフォーム企業の脅威が高まる可能性
– 融資（法人）：デジタルリテラシーの低い中小経営者層の世代交代が起こり、デ

ジタルプラットフォーム企業が提供する融資サービスへの受容性が高まり、地銀の再
編が加速する可能性

– キャッシュレス決済：同左
– 保険：同左

金融・保険
金融・
保険業

3.3 日本の産業に与える影響

スマートシティ
(都市OS）

技術的/規制的ハードルがあり、中国を除き支配力のあるサービスは成立しない
– 市場としては、BtoC/BtoB/BtoGへの価値提供、デジタル完結しうる、1toManyと

いう観点ではプラットフォーム化の余地が大きい
– 他方で、中国を除き、データガバナンス等の観点からも、進展に時間を要す領域で

あり、2030年断面では勝ち組が見えていない状況であると推察

（不確実性は高いが）交通・エネルギー等におけるデジタルプラットフォームが脅
威となる可能性
– 自動運転技術、VPP（含むV2G)等が技術・経済性・規制面で、成立した場合

は普及しうる
– 規制が緩い新興国中心に成立する可能性が高く、外資系のサービスが支配的に

なった場合は各自治体のインフラをプラットフォーム企業が管理することとなり脅威と
なりうる

不動産業

建設業

デジタル化は進む一方、顧客接点はゼネコン・デべが牛耳る国内構造は変わらず
産業全体では補完関係となり脅威とはなりづらい
– 既に進んでいるように設計、施工におけるプラットフォーム企業は影響力を増す
– 但し、顧客である施主との顧客接点をプラットフォーム企業が握ることは現状のゼネ

コンを中心とする国内の業界構造では考えにくく補完関係に留まる

– 同左建設業

Source: Kearney
1. GAFAが席捲し、「①経済インパクトがある」＝日本企業の産業内シェアが大幅に下がり雇用減につながる/大幅な税収減につながる 「②経済安全保障上のリスクがある」＝例：国防上の観点でリスクがある、機微性の高い生体データ等が国外流出し、管理される
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グローバル産業：日本の強みである自動車産業における雇用喪失やコンテンツ（ゲーム）産業のシェア減に繋
がることに加え、ヘルスケア・通信インフラ等、経済・安全保障の根幹をなす産業への影響が特に脅威（４/４）

2030年 2050年

高低脅威度1

Source: Kearney
1. GAFAが席捲し、「①経済インパクトがある」＝日本企業の産業内シェアが大幅に下がり雇用減につながる/大幅な税収減につながる 「②経済安全保障上のリスクがある」＝例：国防上の観点でリスクがある、機微性の高い生体データ等が国外流出し、管理される

日本標準
産業分類

産業分類

日本のグローバル産業におけるプラットフォーム”脅威”の評価

国内の医療機関・製薬事業者等とは補完関係になる可能性が高い
– 患者向けに、センシングデータを活用した予防を目的とした健康促進サービスを提

供することが想定されるが、既存のサービサーでスケールしてるプレイヤーはおらず影
響は軽微

– 患者向けにAmazonのPharmacyのような薬選定・調剤関連のサービスを提供す
ることが想定され、薬局の売上が一部減少

– 患者向けにAmazonケアに代表されるオンライン診療関連のサービスを提供するこ
とが想定される。但し、オンライン診療関連サービスプロバイダーのシェアが減少する
可能性があるが産業への影響は軽微

– 医療機関・製薬会社向けに、画像解析を活用した診断/治療/製薬に関連する
データサービスを提供も既存プレイヤーとは補完関係にあり産業への影響は軽微

機微性の高い日本人の遺伝子データが海外のプラットフォーム企業に管理される
ことが脅威
– 左記のとおり、国内の製薬事業者や病院等とは補完関係になる可能性が高い
– 但し、ゲノム解析を活用した診断/治療に関連するデータサービスを提供し、日本

人の多くの生体データがグローバルプラットフォーム企業に管理される可能性

医療・
ヘルスケア

医療・
福祉

一部の機能を除き、ハイタッチなリアルサービスが付加価値であり、多くの産業内プ
レイヤーにとって補完関係になる
– 一部機能（ターゲティング広告・Bookingサービス）は、デジタルプラットフォーム企

業が席捲する可能性はある。但し、日系企業で強い企業は皆無で影響は軽微
– エンドサービスはリアルなサービスが求められ、市場全体としては補完関係になる

– 同左
（但し、仮にメタバースで付加価値の低いリアル体験も代替される世界においては、
付加価値の低い観光も一部代替される可能性）

観光・飲食
宿泊・
飲食業

3.3 日本の産業に与える影響
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一方、ローカル産業においては、「エネルギー（各社）」「物流（Amazon）」「小売（店舗、Amazon）」
「教育（各社）」にも取り組んでいるが、国内産業への影響は軽微と想定（１/２）

2030年 2050年

高低脅威度1

1. GAFAが席捲し、「①経済インパクトがある」＝日本企業の産業内シェアが大幅に下がり雇用減につながる/大幅な税収減につながる 「②経済安全保障上のリスクがある」＝例：国防上の観点でリスクがある、機微性の高い生体データ等が国外流出し、管理される

日本標準
産業分類

産業分類

日本のローカル産業におけるプラットフォーム”脅威”の評価

電気・ガス・
熱供給・
水道業

無人店舗が一部普及する可能性はあるが、あくまで補完的位置づけと想定
– Amazon Goのような無人店舗の導入が一部進む可能性
– 但し、既存の技術では無人店舗で効率化されるのは受発注/決済機能のみであり,

（荷受け・品出しは自動化されず）投資対効果が合わずスケールしない

（リスクシナリオとして）無人店舗/省力化店舗インフラをプラットフォームとして、
提供するプレイヤーが登場し、支配力を持つ可能性
– 小売の店舗業務における工数の太宗を占める品出しの自動化まで踏み込んだ

サービスが提供される可能性
– 省力化のための手段であることから、プラットフォームへの依存度は低い（＝補完

関係と想定）

規制・ローカルインフラに影響を受けることから海外プラットフォームの脅威は低い
– 今後はVPP等のエネマネ領域におけるプラットフォームの登場がありうるが、現状は

勝ち組のいない産業であり日系企業にも十分機会がある領域
– 規制産業であり、外為法等で国内インフラの担い手は管理可能

– 同左

不動産

エネルギー

小売

自動運転・ドローンを活用した配送サービス/インフラプラットフォームが登場した場
合は、国内の物流事業者が代替される可能性（補完関係になる可能性も）
– 技術や法制度が整えば、スマートシティーでの自動配送やドローンを用いた配送

サービス/インフラのプラットフォームを提供する可能性。その場合、国内の物流事業
者が代替され得る

– 但し、ドライバー不足が今後も深刻化することを想定すると、既存の運送会社の
サービスを補完することから産業全体としてはプラスに働く可能性もある

物流

人材不足が深刻化している業界であり、プラットフォームとは補完関係になる
– 配送マッチング、自動倉庫プラットフォーム等の効率化・人不足に対応するサービス

が今後も出てくる
– 現時点では当領域において、支配的なプレゼンスを持ったプレイヤーはおらず、

実際に効率化を面的に実現できるサービスが登場した場合は補完関係になると想
定

1to1のカスタマイズ性の高い業種でありプラットフォームが成立しづらい
– 新築の不動産開発においては、一点ものの開発でありプラットフォームが成立しな

い
– 他方で、賃貸については既にマッチングサービスがあるように影響を受ける – 同左

運輸・
郵便業

卸売・
小売業

不動産業

3.3 日本の産業に与える影響
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一方、ローカル産業においては、「エネルギー（各社）」「物流（Amazon）」「小売（店舗、Amazon）」
「教育（各社）」にも取り組んでいるが、国内産業への影響は軽微と想定（２/２）

2030年 2050年

高低脅威度1

1. GAFAが席捲し、「①経済インパクトがある」＝日本企業の産業内シェアが大幅に下がり雇用減につながる/大幅な税収減につながる 「②経済安全保障上のリスクがある」＝例：国防上の観点でリスクがある、機微性の高い生体データ等が国外流出し、管理される

日本標準
産業分類

産業分類

日本のローカル産業におけるプラットフォーム”脅威”の評価

3.3 日本の産業に与える影響

教育

影響は軽微 介護ロボットを用いたサービスの提供はあり得るが、ハイタッチな産業であり、あくま
で介護人材の補完や介護者の負担軽減など、既存プレイヤーの補完関係となる

福祉・介護

教育におけるリアルの重要性を勘案すると、脅威度は低い
– 既にオンライン教育サービスが普及しており、今後もAIを活用したパーソナライズド

教育サービスは伸長する可能性
– 但し、リアルにおける教育は一定プレゼンスを保つ蓋然性が高い（実際コロナ禍に

おいてもリアルでの教育への揺り戻しが起きている）

– 同左

教育、
学習支援業

医療、福祉
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メガトレンドの
把握

経済インパクトによる
検討対象の絞り込み

日本が競争優位を持ちうる産業領域の検討アプローチ

注力ドメインを
定義

注力産業の
優先順位付け

– 検討対象外とする経済規模の
小さな産業を特定

– 産業大分類で、国内GDP
が10兆円未満の市場を
検討対象外に分類

– 外貨を稼ぎうるグローバル産
業については、業界を細分
化

0 1 2

– 「デジタルプラットフォーム企業の
脅威有無」を下記の3要素を全
て満たす産業か/否かで分類

– デジタル完結できる

– 顧客の数が多い
（分散型の産業構造）

– サービスの価値を上げ易い
1toManyのサービス

（≒カスタマイズ性が低い）

– 「日本の競争力」≒産業のKSF
を充足できるかを評価

– Step1-2の中で優先度が高い
と評価された複数産業を、7つ
のメガトレンドのうち、我が国の
歴史/建国の精神と親和性が
高い、「ウェルビーイング」と「サス
テイナビリティ」との関係性を考慮
してドメインを定義

検討アプローチ:日本の注力領域を「経済インパクト」「デジタルプラットフォーム企業の
脅威度」「日本の競争力」の観点で評価し、メガトレンドと整合する注力ドメインとして定義した

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

– 世界の「メガトレンド」を把握し、
今後の産業創造に重要なキー
ワードを抽出

3
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政
治
・
経
済

社
会

技
術

2

3

4

5

6

14

7

8

9

1 15

16

17

18

19

20

21

22

2050年に向けた世界的なメガトレンドとして7つのキーワードを抽出

Source: Kearney

10

11

23

24

12

13

資源の希少化

米中通商戦争の激化

欧米による対中制裁の加速

ロシア・NATOの対立

先進国の財政悪化

デジタルプラットフォーム企業の規制

国単位でのデータローカライゼーション規制の厳格化

金融の分散化
非中央集権化（GAFAに変わるデジタルプラットフォーム企業
台頭）

異常気象等による天災の頻発環境規制の厳格化・SDGs/ESG経営の拡大

海洋・宇宙環境の改善企業勃興

健康意識の向上

製薬の開発速度の向上

ゲノム解析技術の進展

AI技術の高度化

5Gの移行

工場のスマート化の進展

モノづくりのネットワーク化・外部化

Fintechによる決済インフラの拡充・ブロックチェーン拡大

次世代のテクノロジー（顔認証・VR/AR・外骨格ロボット）

EV普及

消費者参加型ビジネスの拡大

デジタルネイティブ世代の台頭

女性の社会進出

個人のweb発信の活発化

成長フロンティアの移動・新興国の急成長・ミドルクラス増加

アジア各国のスタートアップ支援政策

世界的な高齢化

急速な都市化とスマートシティ等の都市改革アジア経済が世界を席捲

人口分布の変化

25

26

27

28

29

30

31

32

ブロック経済化
ダイバーシティ

分散型社会

社会インフラの自動化

サステナビリティ

高齢化・都市化の進行

ウェルビーイング

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域 Step1 Step2 Step3Step0

メガトレンド
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日本の競争優位性のある複数の産業を、我が国の歴史/建国の精神と親和性が高いウェルビーイング、サステ
イナビリティとの関係性を考慮した6つのドメインで定義（１/２）

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

日本の注力産業ドメイン

②日本の競争力
（産業のKSFを充足できるかで評価）

脅
威
に
な
り
づ
ら
い

脅
威
と
な
る

協創領域

一部コンテンツで
真っ向から戦う領域

差別化領域

金融・保険

教育

小売

物流

現状維持

（必要に応じて）守る領域

競争力がある競争力がない 条件次第で競争力が具備できる

不動産

建設業

EC

医療・ヘルスケア

チャレンジする領域

コンテンツ制作・配信
（ゲーム）

コンテンツ制作・配信
（アニメ・映像など）

観光・飲食

自動車

建機

電子部品

ロボティクス

スマートシティー

福祉・介護

化学・素材

デ
ジ
タ
ル
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
企
業
が
脅
威
と
な
る

ITサービス

通信

エネルギー

– モビリティ―ソリューション領域C

– （輸出産業として）

ウエルネス×
エンターテイメ
ントシティー

– (国内の地方の課
題解決に向けて）

シェアリングエコ
ノミー2.0

BF

– クリエイターエコノミー領域A

– ラグジュアリーサービスD

– 次世代モノづくりE

Source: Kearney
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日本の競争優位性のある複数の産業を、我が国の歴史/建国の精神と親和性が高いウェルビーイング、サステ
イナビリティとの関係性を考慮した6つのドメインで定義（２/２）

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

クリエイターエコノミー

ウエルネス×エンターテイメン
トシティー

ラグジュアリーサービス

シェアリングエコノミー2.0

モビリティ―ソリューション

次世代ものづくり

（攻め）デジタル化が進んだ領域で、プラットフ
ォーマーに依存しない事業モデルを構築

（攻め）今後、デジタル化が進むと考えられる
領域でプラットフォーマーとしての地位獲得を狙う

（攻め）デジタル化が進まない/進みづらい領域
で戦う

（守り）既存産業の競争力・雇用の維持、経
済安全保障の担保

（守り）内需縮小への対応

Web3.0の台頭を追い風にし、日本の世界で戦えるコンテンツIP、
文化コンテンツを生み出し続けることができるクリエイターの厚みを活
用し、世界のWeb3.0産業をリード

都市化・高齢化が進む新興国向けに、実空間のまちづくりの強み
や産業横断での連携を通じて、ウェルビーイングを実現する
都市開発パッケージを輸出

世界トップシェアのモビリティーデバイス会社を有する日本が、
モビリティ×αの社会解決型ソリューションサービスで世界をリード

世界的に評価の高い食と文化コンテンツを活用し、世界の旅行者
（とりわけ富裕旅行者）を呼び込み、定住化を促進することで、
経済成長だけでなく安全保障上の日本の国際的プレゼンスを向上

現状の勝ちプレイヤーを勝ち続けさせる、従来の化学燃料×機械
づくりの産業構造からサステナブル×ソフトウェアへの産業構造の転
換、経済安全保障関連産業の内製化を実現

高齢・過疎化により財政崩壊が予見される地方での共助・民主導
・コンパクトシティーのショーケースづくり

6つのドメインの概要
位置づけ 概要

A

B

C

D

E

F

Source: Kearney
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Web3.0のデジタルプラットフォーム企業の支配力の及ばない領域で、日本のコンテンツIP/ブランドが活用でき
るファンコミュニティ型ビジネスを展開（1/2）

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

メガトレンド

競争環境（デジタルプラットフォーム企業の侵攻）

ドメインの定義

クリエイターエコノミーA

2

1

3 方向性

対象産業

2025年に285兆円1のWeb3.0関連市場

– コンテンツ制作・配信
（ゲーム、アニメ・映像など）

– ブランド保有企業（アパレル・消費財など）

日本の文化産業におけるアセット・人材の厚み

– 世界で戦えるIPを保有していること

– 文化コンテンツを生み出し続けることができるクリエ
イターの厚み

脱デジタルプラットフォーム企業のコンテンツIP/ブラ
ンド起点のファンコミュニティサービス

– NFT等のWeb3.0技術と日本のIPを活用

– IP・ブランド保有企業が“ファンがファンを集める“自
律的に成長するファンコミュニティサービスを構築

日本の
強み

「高まるプラットフォーム企業規制」

– 各国のGAFAを中心とするデジタルプラットフォーム企業の

支配力への懸念を背景に、GDPRなど個人情報規制や

独禁法等による対策

「分散型社会」

– ブロックチェーン、NFTなどのWeb3.0関連技術を背景とし

たデジタル上の非中央集権化

「ゲーム」
– GAFA各社がクラウドゲーミングに参入しており、

日本のコンソールプレイヤー（例：Sony、任天堂）に
とって脅威となる

「アニメ」
– AppleやNetflix、Amazonが、コンテンツの自前制作を

実施し、自社プラットフォームに提供（Netflixは、莫大
な製作費を後ろ盾に、日本のクリエイター人材の確保や
アニメ制作会社と提携し、独自作品を増やしている）

1.2025年のweb3.0関連の市場規模は、メタバースの市場規模（Metaverse Market Forecast to 2028,Emergen Resarch社のレポート）を参照
Source: 各種公開情報よりKearney作成
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Web3.0のデジタルプラットフォーム企業の支配力の及ばない領域で、日本のコンテンツIP/ブランドが活用でき
るファンコミュニティ型ビジネスを展開（2/2）

Web2.0時代のIPホルダーの戦略

顧客とのタッチポイント拡大によるIPの認知向上/拡販 自然と認知の拡大・ファン化が進むエコシステムの形成

コンテンツの提供

Ｗeb3.0
関連企業

国内/海外ユーザー

プラットフォーム企業との連携
等によるタッチポイント拡大

ファンの参画を促す仕組み

（ユーザ参加型のIP創造・コミュニティ運営）

プラットフォーム
企業

IP・ブランド
ホルダー

IP・ブランド
ホルダー

ウォレットアカ
ウント、ブロッ
クチェーン技術
保有企業 等

メディアミックスの強化

販売網・対応PFの拡大 等

プロアクティブなユーザー

Web3.0時代のIPホルダーの戦略

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域 クリエイターエコノミーA

Source: 各種公開情報よりKearney作成
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都市化・高齢化が進む新興国向けに、実空間のまちづくりの強みと、産業横断でのすり合わせ能力を活用する
ことにより、“健康的に住んで・働ける”都市開発パッケージを輸出（1/2）

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

メガトレンド

競争環境（デジタルプラットフォーム企業の侵攻）

ドメインの定義

ウエルネス×エンター
テイメントシティー

B

2

1

3 方向性

対象産業

2025年に71兆円1規模の「まちづくり関連産業」

– スマートシティ、不動産

– エネルギー

– 福祉・介護 など

リアルの空間作りとヘルスケアデータ活用の基盤

– 複数のステークホルダーとのすり合わせ能力と高品
質なリアル空間の整備

– ヘルスケア等のデータ基盤・データ活用の優位性

– スタジアム設計の実績/国際競争力

人生100年時代のウエルビーイングなまちづくり

– 「社会的」例：コミュニティを軸とした「CCRC2」

– 「精神的」例：エンターテインメントを軸とした
スタジアムシティ

– 「肉体的」例：ウェルネスを軸としたスマートヘルス
ケアシティ

日本の
強み

「都市化・高齢化」

– 世界においては新興国を中心に人口増加による

都市化、高齢化が進展

「ウエルビーイング」

– 世界的な医療の発達や健康寿命の延伸により

ウエルビーイング意識が向上

「まちづくり・スマートシティ」

– 中国系のプレイヤー（Alibaba、平安保険など）が、

中国数十都市にスマートシティソリューションを提供

– Google(Sidewalk Labs)はカリフォルニアやトロントでス

マートシティーの計画に参入

「医療・福祉」

– ウェアラブル端末を通じたデジタルヘルスサービスを提供

2.Continuing Care Retirement Community 
1.2025年の世界市場規模は、スマートシティの市場規模（エネルギー含む）(Global Smart City Market 2021-2025, TechNavio社のレポートを参照）と、スマートヘルスの市場規模(Global Smart Healthcare Market Size2020-2027、REPORTOCEAN社レポートを参照)を合算して算出。
Source: 各種公開情報よりKearney作成
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都市化・高齢化が進む新興国向けに、実空間のまちづくりの強みと、産業横断でのすり合わせ能力を活用する
ことにより、“健康的に住んで・働ける”都市開発パッケージを輸出（2/2）

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域
ウエルネス×エンター
テイメントシティー

B

ビジネスモデル

ターゲット顧客

提供価値

オファリング

都市開発を行うアジア・中東などの新
興国のディベロッパーや政府・自治体
並びに生活者

ウエルビーイングの構成要素である
ウエルネス・エンターテイメント・
コミュニティのあるライフスタイル

ハードの空間づくりとソフトの
サービスを掛け合わせた都市
開発パッケージ

イメージ エンターテイメント×コミュニティ

ウエルネス×コミュニティ

欧米で先行するボールパーク型スタジアム
施設を基点とした複合型の都市開発

↓

若年層のスポーツファン・ビジネス層を
呼び込み、地域の高齢層のファン
コミュニティー形成によるQOL向上

例：スタジアムを起点とした

ウエルネス×エンターテイメントシティー
健康増進を中心に置いた都市OSとサービ
ス（スマートハウス＋スマートホスピタル
＋健康診断等のデータ基盤）

↓

医療サービスの質だけでなくまちづくり、
コミュニティ作りを通じて生活者の
健康意識を高め、QOL向上

Source: Kearney
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ウエルビーイング産業の一環として観光・食産業を育成し、富裕旅行者を呼び込み、外貨を稼ぐ（1/2）

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

メガトレンド

競争環境（デジタルプラットフォーム企業の侵攻）

ドメインの定義

ラグジュアリーサービスC

2

1

3 方向性

対象産業

2025年に98兆円1規模のラグジュアリー関連産業
（富裕旅行の市場規模は25兆円2 ）

– 観光・飲食

– 小売

富裕旅行者を惹きつける食と文化コンテンツ

– 世界的に評価の高い和食の料理人・職人の厚み

– 質の高い文化コンテンツを保有

富裕層の交流人口・定住人口の拡大に向けた
高品質な体験価値の提供

– 富裕旅行者に対し、単価の高い高品質な体験価
値を提供

– 観光・飲食に留まらず、メディカルツーリズム等高度
外国人材の定住化を見据えたサービスを拡充

日本の
強み

「都市化・高齢化」

– 世界においては新興国を中心に人口増加による

都市化・高齢化が進展

「ウエルビーイング」

– 世界的な医療の発達や健康寿命の延伸により

ウエルビーイング意識が向上

「観光・飲食」

– 現状GAFAは参入していない

– 今後、一部のBtoBサービス（ターゲティング広告・

Bookingサービス）の領域において、デジタルプラットフォー

ム企業が席捲する可能性はあるが、エンドサービスはリアル

なサービスが求められ、市場全体としては補完関係になる

2.富裕旅行の2025年の世界市場規模は、Global Luxury Travel Market 2020-2024、Technavio社のレポートに記載の2024年の市場規模24兆円・CAGR4％より算出
1.2025年のラグジュアリー関連産業は、TRAVEL & TOURISM REPORT 2021、statista社のレポートに記載の2026年の観光業の市場規模109兆円・CAGR10％より算出
Source: 各種公開情報より Kearney作成
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富裕旅行者の誘致により、旅行
消費額増加が期待される

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

ウエルビーイング産業の一環として観光・食産業を育成し、富裕旅行者を呼び込み、外貨を稼ぐ（2/2）

ラグジュアリーサービスC

ビジネスモデル

ターゲット顧客

提供価値

オファリング

将来的に定住し、産業育成に貢献し
うる事業家・起業家・投資家（≒高度
外国人材・富裕旅行者）

少人数の顧客に対して単価の高い
高品質な体験価値を提供

観光・飲食に留まらず、メディカルツー
リズムなど、高度外国人材の定住化を
見据えたサービスの提供

富裕旅行者を呼び込む大義

経済的波及効果
が大きい

1

Text 23 富裕旅行者を
呼び込む
大義

外交・防衛に貢献 文化保全に寄与

高度外国人材や各国のデシジョンメーカー
が「日本・東京」の魅力に魅了され、頻繁
に訪問・滞在・定住する事により、日本の
ソフトパワー強化を実現できる

富裕旅行者が求める文化的な
高付加価値の体験を創るには、
相応のコストがかかるが、富裕旅
行者はその負担が可能であるた
め、伝統文化の保全に寄与する

Source: Kearney
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モビリティサービス提供を通じた社会課題型ソリューションの提供（1/2）

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

メガトレンド

競争環境（デジタルプラットフォーム企業の侵攻）

ドメインの定義

モビリティーソリューションD

2

1

3 方向性

対象産業

2025年に295兆円1規模の「モビリティソリューション
関連産業」

– 自動車（含.部品）

– エネルギー、小売、医療、福祉・介護、観光など

世界トップシェアのモビリティデバイスを保有

– トヨタ・日産・ホンダをはじめとする世界的企業が業
界を牽引

モビリティ＋αの社会解決型ソリューションサービス

– 完成車の売り切り型モデルから脱却し、サービスを
含めたパッケージ販売

– MaaSによる社会課題の解決を見据えた他業種と
の連携（例：V2G）

日本の
強み

「都市化・高齢化」

– 世界においては新興国を中心に人口増加による都市化・

高齢化が進展。その結果、モビリティ課題の多様化が進む

「モビリティの進化」

– 自動運転、EVなどの技術進展により「CASE」が進行

「脱炭素の潮流拡大」

– 資源の希少化、発電手段の転換が進む

「自動車・自動車部品」

– テスラや中国系のEVプレイヤーに加え、Googleが自動運

転、AppleがEVを開発しており、今後自動車領域に進出

してくる可能性

– Uber などのモビリティMaaS プレイヤーは、収益性が低く

多角化を進めている

1.モビリティソリューション関連産業の2025年の市場規模は、自動車産業の市場規模(Global Automotive Manufacturing November 2021,
MarketLine社のレポートを参照)と自動車部品の市場規模（Global Auto Parts Manufacturing Market,expert market research社のレポートを参照）の合算により算出。

Source: 各種公開情報より Kearney作成
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4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域 モビリティーソリューション

モビリティサービス提供を通じた社会課題型ソリューションの提供（2/2）

モビリティソリューションパッケージの全体像のイメージビジネスモデル

ターゲット顧客

提供価値

オファリング

モビリティ及び周辺関連サービスを
利用する生活者及び法人

都市化・高齢化・脱炭素化社会に
おいて、モビリティコストの低減、モビリ
ティ格差の是正に留まらない＋αの
課題解決

地域の課題ごとに、
モビリティと周辺産業を掛け合わせ、
移動＋目的を提供するモビリティ
ソリューションパッケージを提供

ユーザー

モビリティサービス事業者

モビリティ 事業者

プラットフォーム

生活者 法人

タクシーバス 鉄道 宿泊

医療

飲食

予約・Ops
支援

AIを活用した
プロモ提案

送客支援

小売り

エネルギー

電力需給調整
（EVを絡めたV2G等）

行先提案

最適移動提案
(ﾏﾙﾁﾓｰﾀﾞﾙ)

売買電提案
（EVを絡めたV2G等）

他

ダイナミック
プライシング

需要
ヒートマップ

最適
ルート支援

移動 目的

…
…

…

収益化に向けて
重要と思われる機能

短中期でのモビリティサービスで収益化が特に期待されるのは…
– 「広告/送客」：Uber・Didi等のライドシェア/配車マッチングのみでは稼げず、サイネージ広告や隣接産業への

送客（例：Uber eats）で収益化を行っている。また消費者の現在地・行動・体験に連動するマイクロモーメ
ント広告は広告価値も高い

– 「EVを絡めたV2G」：今後再エネコストの低下＋燃料の高騰により、グリッドパリティを迎え再エネ関連の新たな
プロフィットプールが生まれ、 （発電家・アグリゲーター・需要家の誰がどれだけ分け合うのかは不透明ではあるも
のの）調整力として期待されるV2Gは重要なコンポーネント

D

Source: Kearney
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現状の勝ちプレイヤーを勝ち続けさせることに加え、従来の化学燃料×機械づくりの昭和の産業構造から
サステナブル×ソフトウェアへの産業構造への転換が必要（1/2）

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

メガトレンド

競争環境（デジタルプラットフォーム企業の侵攻）

ドメインの定義

次世代ものづくりE

2

1

3 方向性

対象産業

2025年に555兆円1規模の「次世代ものづくり関連
産業」

– 化学、素材、部品

– 建機、産業ロボ

特定の領域において、世界的に高いシェアを誇る企
業が存在

– 部品・素材：コンデンサ、CMOS、半導体材料等

– メカトロニクス：建機、産業ロボ、農業機械等

3つの産業政策上の論点が存在

– 現状の勝ちプレイヤーを勝ち続けさせる

– サステナブル×ソフトへの産業構造の転換

– 経済安全保障関連の産業の内製化

日本の
強み

「テクノロジーの進展」

– センシング技術の進化、通信の高速化、IoTの普及等を

背景に益々、社会における自動化が進む

「経済安全保障」

– 米中対立、ロシアvsNATOなど世界のブロック経済化が進む

「脱炭素の潮流拡大」

– 資源の希少化、発電手段の転換が進む

「化学・素材、部品」

– 専門性が高く、技術開発に対する設備投資が必要な領

域であるため、デジタルプラットフォーム企業が染み出す可

能性は低い

「建機、産業ロボ」

– IT投資が進んでいない領域に対し、B2B向けデジタルプ

ラットフォーム企業による業務改善・効率化のサービスやソ

フトが提供され始めている

1.2025年の次世代ものづくり産業の市場規模は、化学業界の市場規模（Chemicals Global Market Report 2021,The Business Research Company社を参照）、電子部品業界の市場規模（Passive and Interconnecting Electronic Components Market,Precedence Research社を参照）、建
設機械の市場規模（Construction Equipment Market,Markets and Markets社を参照）、産業用ロボットの市場規模（GLOBAL ROBOTICS MARKET - GROWTH, TRENDS, COVID-19 IMPACT, AND FORECASTS (2022 - 2027),Modor Intelligence社を参照）の合算により算出
Source: 各種公開情報より
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4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域 次世代ものづくり

現状の勝ちプレイヤーを勝ち続けさせることに加え、従来の化学燃料×機械づくりの昭和の産業構造から
サステナブル×ソフトウェアへの産業構造への転換が必要（2/2）

ものづくり産業における論点

脱炭素の潮流拡大により立地競争力が失われる懸念
– 日本の製造業の主要顧客であるグローバルプレイヤー

（例:Apple)が相次いで調達先を含めた脱炭素を推進しつ
つあり、今後脱炭素化に遅れた企業の競争力が低下する

– 日本は再エネ資源に乏しく、対応に乗り遅れることでコアサプラ
イヤーとしての地位を失うリスクから、国内工場の海外移転等
が予見される

「サステナブル×ソフト」への産業構造転換の契機
– 現状の日本のものづくり産業は、「化石燃料」に依存した

「ハード中心」の産業構造
– テクノロジーの進展・脱炭素の潮流拡大を踏まえ、世界で競

争力を発揮しうる新たな勝ち筋を模索する必要あり

通商戦争の激化によりサプライチェーンが脅かされる
– 米中対立、ロシア・NATO対立など、経済安全保障に対す

る課題意識が加速
– 産業全体の基礎となる品目（半導体など）を他国からの輸

入に全面的に依存することは、強靭性の観点でリスクあり

既存の勝ちプレイヤーの競争力維持・拡大のための
エネルギー政策支援とは？
– 再エネ構成比高める 例. 再エネ発電設備への投資補助、

再エネの特定企業への優遇、証書取引の活性化など
– 省エネ進める 例. 特定企業の省エネ設備投資への優先支

援

日本が立地競争力を持ちうる産業は？
– カーボンニュートラル文脈での新産業例：CCS（二酸化炭

素貯留）、V2G（Vehicle-to-Grid）エネルギーマネジメ
ントシステム 等

– ハード×ソフトのプラットフォーム産業例：産業ロボット、建機
等のメカトロニクス領域のOSのプラットフォーム化

経済安全保障の観点で国内で内製すべき品目は何
か？
– 半導体のファンドリー
– 石油リファイナリー 等

既存領域の
競争力維持・
拡大

新領域の
創造

経済安全
保障

検討論点メガトレンドと日本に与える影響

Source: Kearney
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個人のスキル・アセットを共有する社会への転換により、健全な財政を維持できる「小さな自治体」を実現（1/2）

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

メガトレンド

競争環境（デジタルプラットフォーム企業の侵攻）

ドメインの定義

「シェアリングエコノミー2.0」

2

1

3 方向性

対象産業

2025年に国内3.7兆円1規模の市場

– スマートシティ、不動産

– エネルギー

– 福祉・介護 など

少子高齢化と地方活性化に対する課題解決

– 個人主体の経済活動故に、二拠点居住者、高齢
者や障害者等、誰もが稼げる機会を創出

– 地方の豊かな自然や魅力

互助的で持続性のある小さな自治体を実現

– 共助的思想に基づく財政負担

– 民主体でのサービス提供

– 無人化/自動化による社会インフラの効率化

– 公共施設集約等によるコンパクトシティの実現

日本の
強み

「都市化・高齢化」

– 世界においては新興国を中心に人口増加による

都市化、高齢化が進展

「先進国の財政悪化」

– 高齢化の進展により先進国ではより財政悪化が進み、地

方財政は更に苦しくなる

「シェアリングエコノミー」

– 民泊のAirbnbやライドシェアのUberなど、一部のデジタル

プラットフォーム企業が展開しているが、日本は法整備の

遅れ等により、寡占化は進んでいない

1.シェアリングエコノミーの2025年の市場規模は、シェアリングエコノミー関連調査2021年度調査結果、情報通信総合研究所を参照
Source: 各種公開情報よりKearney作成

F



Kearney

8080

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

個人のスキル・アセットを共有する社会への転換により、健全な財政を維持できる「小さな自治体」を実現（2/2）

「シェアリングエコノミー2.0」F

シェアリングエコノミーの概念の変遷

Source: 「第14回住み続けられる国土専門委員会」を元にKearney作成

これまで これから

企業が個人に対して、
自社の商品を販売/サービスを提供

個人間で「空間」「スキル」「移動」「お金」「モノ」を

シェアリングするサービスが普及
環境変化

（赤字でも行われる）

公主体での非効率な運営
民間サービスへの委託推進、

公的サービスの自動化/省人化の推進

（個人への、企業からの一方向の）

「個人消費型」モデル

ありものありきで機能分散した

冗長で非効率な施設

（シェアリングサービスによる）

「共助」モデルの普及推進

複合施設を起点にした

コンパクト化の推進

コミュニティ
の変化

公的
サービス

民間
サービス

公的施設/
インフラ

(サービスの需要家としてのみ行動）

個人のコストを下げるために所有

稼ぐために共有
（スキルを高め、多能工化する人も）

個人/社会コストを下げるために利用

人の意識・
行動様式
の変化

供給者
として

需要家
として
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注力産業ドメイン

ヒト カネ 規制

課題 打ち手（例示的）

予算・税教育・雇用市場・海外人材招致 規制・特区

ウ
エ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

– クリエイターエコノミ―

– ウエルネス×エンター
テイメントシティー

– ラグジュアリーサービス

– モビリティ―ソリュー
ション

– 次世代モノづくり

– シェアリングエコノミー
2.0

A1

A2

A3

A4

A5

A6

– 会計ルールが未整備で、Web3.0企業がビジネスを展開できない

– 規制のハードルが高くコイン・トークン企業が上場できない

– 税が高く日本でサービス提供できない

– 会計基準の整備、上場時の審査プロセスの緩和

– 特区制度の創設を通じた規制緩和と産業集積

– コイン/トークンの含み益・暗号資産のキャピタルゲインの税負担見直し

– 富裕旅行者用の宿泊施設がない

– 新しい取組に対して出資できる金融機関/投資家がいない

– 富裕旅行者向けのサービスを考えられる人がいない

– 業界横断/複数事業者をまとめられる組織がない

– 国内/海外含めショーケースづくりに成功していない

– 輸出時に必要な踏み込んだ外交上のリレーション構築ができていない

– （A2）に同じ

– 「勝ち切る」：日本の税/エネルギーコストが高い（優遇しない）

– 「新産業創造」：長期的な目線での投資が必要で企業が挑戦しない

– 「経済安全保障」：国際的に競争力のない産業に企業が投資しない

– 構想を実行する実働部隊が地域ごとに必要だがいない

– 構想するアーキテクト・ソリューションプロバイダーがいない

– 儲からないので、優秀な人ほど忌避する

– 国家主導での業界横断/複数事業者をまとめる座組の設定

– 長期的な目線に立ったショーケースづくり

– 外交を通じた強力なトップセールスとホスト国からの情報収集の強化

– 官民ファンドを組成し、地方のベストロケーションを買収し、作り変える

– 国立公園等、富裕旅行者の好む国有地の宿泊施設関連規制見直し

– スタートアップ支援など産業内における新陳代謝の促進

– （A2）に同じ

– 成長機会のある特定企業への優遇的な措置

– 長期目線でのトップダウンな形成戦略の策定と集中投資

– 対象産業/品目の見極めと国家予算の集中投資

– 地方行政人材のスキルアップ

– より大々的に意欲ある民間＋行政を支援し、成功事例を作る

– 機能と人口の集約化

注力産業ドメインごとに検討すべき産業政策（打ち手）は多岐に及ぶが…

カネ

規制

規制

ヒト

規制

ヒト

カネ

規制

ヒト

規制

カネ

カネ

ヒト

規制

カネ

4.2 政策検討への提言

Source: 各種公開情報よりKearney作成
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いずれの産業の創造・育成に向けても、政治・経済・社会システム全体を現状の過度に「平等・安心・安全」を

重視する構造から、「経済成長・効率性・イノベーション」に比重を置いた構造転換をさせることが必要

4.2 政策検討への提言

これまで これから

注力領域が曖昧/総花的

目的（実態は）産業維持・保護

日本で起業・事業・投資を阻害する…
– 税・規制: 高い法人・所得・相続税、事前規制
– 補助金: 用途が限られ、厳格なルールで縛られた制度

レガシー＋スタートアップを同一組織で管轄
（中小企業庁）

伝統的な大企業＋中小企業
日本人的労働環境（年功序列・終身雇用など）

硬直化した労働市場、横並びな教育

平等・安心・安全
を過度に重視する

成長分野の選択と集中

産業創造と育成

日本で起業・事業・投資を促進する…
– 税・規制:魅力ある法人・所得・相続税の低減/撤廃、事後規制
– 補助金：様々な用途で利用可能で、柔軟な制度

成長企業を創出/育成する
（+スタートアップ庁）

スタートアップ＋成長志向の大企業
グローバルな労働環境（成果主義・ジョブ型など）

新陳代謝を生む労働市場、個性を育む教育

経済成長・効率性・イノベーション
に比重を置く

産
業
戦
略
・
基
盤
政
策

目的

領域

政策

実行
組織

企業

社会
システム

マインド

意志決定
構造

意志と高い能力、裁量を持ったリーダーによる
機動的な意思決定構造

リスクをとれない現状維持志向の多数派による
硬直的な意思決定構造

背
景
に
あ
る
仕
組
み
・
文
化

Source: Kearney
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根本原因である意思決定構造を変え、トップダウンでの構造転換を図ることが理想ではあるが…

4.2 政策検討への提言

これまで これから

注力領域が曖昧/総花的

目的（実態は）産業維持・保護

日本で起業・事業・投資を阻害する…
– 税・規制: 高い法人・所得・相続税、事前規制
– 補助金: 用途が限られ、厳格なルールで縛られた制度

レガシー＋スタートアップを同一組織で管轄
（中小企業庁）

伝統的な大企業＋中小企業
日本人的労働環境（年功序列・終身雇用など）

硬直化した労働市場、横並びな教育

平等・安心・安全
を過度に重視する

産
業
戦
略
・
基
盤
政
策

目的

領域

政策

実行
組織

企業

社会
システム

マインド

リスクをとれない現状維持志向の多数派による
硬直的な意思決定構造

背
景
に
あ
る
仕
組
み
・
文
化 意志と高い能力、裁量を持ったリーダーによる

機動的な意思決定構造
意志決定
構造

成長分野の選択と集中

産業創造と育成

日本で起業・事業・投資を促進する…
– 税・規制:魅力ある法人・所得・相続税の低減/撤廃、事後規制
– 補助金：様々な用途で利用可能で、柔軟な制度

成長企業を創出/育成する
（+スタートアップ庁）

スタートアップ＋成長志向の大企業
グローバルな労働環境（成果主義・ジョブ型など）

新陳代謝を生む労働市場、個性を育む教育

経済成長・効率性・イノベーション
に比重を置く

国全体の意思決定構造を変えること
は一朝一夕にいかないが…

↓
突破口となるショーケースづくりが重要

Source: Kearney
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世界の「尖った個」を日本に集積し、グローバルに通用するスタートアップを生むことが転換の突破口となる

（但し、その実現に向けても、意思決定構造の転換は必要）

4.2 政策検討への提言

これまで

注力領域が曖昧/総花的

目的（実態は）産業維持・保護

日本で起業・事業・投資を阻害する…
– 税・規制: 高い法人・所得・相続税、事前規制
– 補助金: 用途が限られ、厳格なルールで縛られた制度

レガシー＋スタートアップを同一組織で管轄
（中小企業庁）

伝統的な大企業＋中小企業
日本人的労働環境（年功序列・終身雇用など）

硬直化した労働市場、横並びな教育

平等・安心・安全
を過度に重視する

成長分野の選択と集中

成長企業を創出/育成する
（+スタートアップ庁）

産
業
戦
略
・
基
盤
政
策

目的

領域

政策

実行
組織

企業

社会
システム

マインド

意志決定
構造

リスクをとれない現状維持志向の多数派による
硬直的な意思決定構造

背
景
に
あ
る
仕
組
み
・
文
化

産業創造と育成

日本で起業・事業・投資を促進する…
– 税・規制:魅力ある法人・所得・相続税の低減/撤廃、事後規制
– 補助金：様々な用途で利用可能で、柔軟な制度

スタートアップ＋成長志向の大企業
グローバルな労働環境（成果主義・ジョブ型など）

経済成長・効率性・イノベーション
に比重を置く

実現に向けては尖った個が必要だが…
↓

育成には時間がかかることから、
世界中から尖った個を集めることが順目

既存の企業の役割も重要である一方で、
イノベーションのジレンマに陥りやすい

↓
スタートアップの役割が重要

これから

突破口となるショーケースづくり

新陳代謝を生む労働市場、個性を育む教育

意志と高い能力、裁量を持ったリーダーによる
機動的な意思決定構造

世界の尖った個を集積する
制度の実行に向けても意思
決定の構造転換が必要

Source: Kearney
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国全体として上記構造転換を実現するには時間を要すことから、短中期的には局所的に「世界の尖った個」が集

積する出島機能の整備が必要

4.2 政策検討への提言

世界の「尖った個」＝起業家・投資家を日本に集積させ、グロバールに展開できるイノベーションが生まれ続ける目指す状態

環境要件

世界の起業家・投資家が求める事業・生活環境の整備 イノベーションを起こしやすい事業環境の整備

起業家・投資家及びその家族
が住みやすい生活環境の整備

（教育・医療など）

起業家・投資家を
呼び込む税/規制

（相続税の低減/撤廃、
投資家ビザの整備）

企業が長期的な目線で
投融資をしやすい環境

（法人税の低減、収益化を見
込みやすい環境整備）

必要なデータ収集・実証実験
をアジャイルに行える環境

要件充足
に必要な
行政の枠組
みの要件

ミッション・目標 能力・モチベーション 権限・裁量

経済成長の目標/KGLの達成を
ミッションとして明確に有すること

ミッション実現に相応しい人材の
戦略的登用

（2-3年の異動を繰り返す官僚組織→
特定領域の専門人材の育成、民間からの登用）

国際競争力のある税体系・法規の
整備が可能であること

（目標の範囲内において、既存の税体系・法規か
らの逸脱が許容される権限の担保）

目指す状態と成立に必要な環境・行政要件

とりわけ、世界的にも一大ムーブメントになりつつあるWeb3.0関連産業の集積は、
勝ち組がまだ決まっていない、かつ日本の強みを活かしてリードができることから優先度が高い

国全体としての変革の実現には時間を要すことから、「出島」が必要

Source: Kearney



Kearney

8787

参考. 現状の国家戦略特区では一定の取り組みがなされているものの、「尖った個が集まり」「イノベーションが加

速する」環境を実現する上では課題を残している状況と思料

4.2 政策検討への提言

現状の国家戦略特区の課題

Source: 各種公開資料を基にKearney作成

尖った個を集める
ための打ち手

行政組織の在り方

生活環境
整備

現状の国家戦略特区 （参考）深セン経済特区

政府が意思決定に介在するため自由度が低い
– 「特区ワーキンググループによる調査・検討」「特区諮問会議によ

る審議」「各所管大臣の同意」など複数の主体を巻き込む必要
あり

一部特区で整備が進むも、不完全と思料
– 創業促進のための特例措置策定が進行中
– なお、依然として高い相続税率など、高度人材を誘致するための

インセンティブが不足

経済特区が独立した行政権を有する
– 習近平国家主席は、改革の重要な分野や重要な局面で、深

圳市に「一段の自主権を移譲する」と述べた

政府が集中的にインフラを整備
– 政府が世界的イノベーション都市の形成を主導

（粤港澳大湾区発展計画）

規制緩和
規制緩和が進むも、自由度に限界ありと思料
– サンドボックス制度が導入されるも、国・自治体の各関係機関が

意思決定に携わるため、自由度の高い規制改革に限界あり

改革のためのグレーゾーン侵食を許容
– 「法律はまだ明文化されていないが、改革の方向性に合致してい

るので問題とならない」という思想のもと、パイロットプロジェクトが
多数進行

経済価値
提供

高度外国人材が移住することのデメリットが大きい
– 相続税は最大55%の累進課税方式で、「資産家ほど損をする」

構造
– 現状、国と異なる税制を採用できていない

（中国には相続税がなく、高度外国人材にとってのメリットが
大きい）

優遇規模が限定的、かつ時限性あり
（以下、ベンチャー企業向け税制支援）
– 内容：所得金額の20%を税制控除
– 期間：創業から5年間

注力領域企業に対する税制優遇が手厚い
– 創業後1~2年目まで法人税免除、3~5年目は税率减半
– 加えて、ハイテク企業は法人税を25%から15%に減免

税制支援

イノベーションを
加速させるための

打ち手
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ベンチマーク調査結果概要（再掲）

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

注力領域の特定

注力領域への
リソース配分

– シリコンバレーにおけるIT産業、
ニューヨークにおけるフィンテックなど、
各地域でそれぞれの領域に特化
したエコシステムが形成

– 「中国製造2025」にて、
次世代IT産業、ロボット産業、
新エネ自動車等ハイテク領域を重
点産業として特定

– 2009年に初めて研究・イノベー
ションに関する統一的な国家戦略
が策定されて以来、ライフサイエ
ンス、環境エネルギー領域に一貫
して注力

– 2004年の「ハイテク戦略」策定以
来、モビリティ、ヘルスケア、エネル
ギー、セキュリティを中心としたハ
イテク領域に一貫して注力

– 5年ごとに策定される「国家技術
計画」を通じ、約20年間にわたり
ライフサイエンス、
IT領域に一貫して注力

– 政府の研究開発費の約半分が
防衛目的に使われており、国防
高等研究計画局（DARPA）を
はじめとする機関が技術革新のた
めの投資を行っている

– ハイテク産業に傾斜をかけた経済
的支援を実行（補助金、法人
税優遇等）

– 「フランス2030」にて、
５ヶ年予算300億ユーロの
うち、約7割を注力領域に
重点投資することを掲げた

– 上記に係るイノベーションを促進す
るため、投資を集中
（飛躍的イノベーション庁設立、
税制改革等）

– 上記領域における世界的イノベー
ション拠点を目指し、海外資本の
誘致を積極的に推進

政策立案・実行の
意思決定構造

連邦制による独立性と競争意識を
持った州政府が行政権を保有

中国共産党に集権的な意思決定
＋経済特区への行政権委譲

半大統領制
＋EUによるガバナンス形成

連邦制による州政府行政
＋EUによるガバナンス形成

与党・人民行動党による一貫した意
思決定の主導

国内経営資源の
発見・育成
（教育政策）

海外からの
経営資源の獲得

（高度外国人材誘致政策）

イノベーションの
成功確率向上

（レイター投資、規制改革など）

イノベーションの
種の増加

（廃業促進、シード投資など）

– スタンフォード大学をはじめとした
トップ大学において、
”超実践的起業家教育”を通じて
次世代経営人材を育成

– 次世代のAIを担う人材を育成す
べく、早期よりオンライン学習を取
り込み、幼少期向けプログラミン
グ教育を実施

– 「グランゼコール」に代表されるエ
リート教育により、多くの経営人材
を輩出

– 研究者人材の復職を可能とする
ことで支援、起業リスクを低減

– マイスター教育を通じて育まれた
各領域のスペシャリストが、中小
企業の経営者となり産業を下支
え

– 習熟度に応じて教育レベルを出し
分け、優秀層に投資

– 初等教育段階から”超実践型
STEM教育”を提供

– トップレベルのエコシステムを求め、
世界中から起業家・投資家人材
が集積

– 優秀な海外留学勢の国内起業
を後押しするため、100万元（約
1600万円）の一時金の提供や、
希望する都市の戸籍授与などの
インセンティブを提供

– 国内企業をパッケージ支援する
「フレンチテック・チケット」や、海外
の起業家、エンジニア、投資家の
ビザ取得を容易にする「フレンチ
テック・ビザ」などの政策を実施

– 低物価、かつ多文化共生が根付
いているため若手人材が集積

– 「Factory Berlin」をはじめとする
スタートアップハブによりコミュニティ
を形成

– 相続税の非課税、充実した医
療・教育・金融サービスにより高度
外国人材にとって魅力的な居住
環境を整備

– 軍事産業発のSBIR制度により
公的資金を積極投入し、技術イ
ノベーション創出を後押し

– DARPA等が開発資金を提供し
技術革新を促進

– 深センでは、90年代後半にハイテ
ク産業に政策を転換し、都市イン
フラの整備・サプライチェーンの構
築を徹底的に支援

– 世界最大のスタートアップハブ
「Station F」にアクセラレータや
海外企業の研究拠点が集積し、
スタートアップを活性化

– 競争力のない中小企業の保護
に消極的であり、不採算企業が
淘汰されていくため、企業の新陳
代謝が活性化

– 政府による民間投資家との共同
出資するプログラム「Startup SG 
Equity」にて、ディープテック企業
へ積極投資

– 政府がエントリーカスタマーとな
ることで商用化を後押し

– 出口戦略として、大企業による高
額買収が可能

– 深圳では100億人民元規模の政
府ファンドがイノベーションを後押し

– 経済特区を中心に積極的な税
制優遇・規制緩和を実行

– 公的投資機関を「Bpifrance」に
統一し、「目利きのできる」人材が
全ステージにわたって投資

– 「Industry 4.0」を通じ、政府が
企業を巻き込みながら製造業にお
ける技術革新・国際的なルールメ
イキング（標準化）を推進

– ワンストップで対応可能なサンド
ボックス制度により、イノベーショ
ン・商用化のスピードを加速

A-1

A-2

B-1

B-2

C-1

C-2

Source: 各種公開情報を基にKearney作成

紫字：参考資料編にて詳述
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フランス・ドイツ・シンガポールは、国が定める長期的な産業戦略に基づき10年単位で一貫性のある領域を特定
し、集中的な資源配分を行っている

A-1 注力領域の特定2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

ハイテク戦略
「健康に関する技術」「セキュリティ技
術」「エネルギー技術」「光学技術」

「ICT」「ナノテクノロジー」を重点分野と
して特定

2004

国家技術計画2005
バイオポリスの設立を含む
バイオメディカル分野への

投資強化

2001

国家技術計画2010
「環境と水」「双方向メディア、

デジタルメディア」を
重点分野に追加

2006

RIE2015
「バイオメディカル」

「エレクトロニクス」「情報・メディ
ア」「精密工学」「クリーンテック」

への投資強化

2011

RIE2020
「先進製造・エンジニアリング」
「健康・バイオメディカルサイエ
ンス」「サービス・デジタルエコノ
ミー」「都市問題の解決・持続
可能性」を重点分野として特定

2016

RIE2025
「製造・貿易・コネクティビティ」

「健康・人の潜在能力の向上」
「持続可能な技術」

「スマートネーション」を重点分
野として特定

2021

ハイテク戦略2020
「気候とエネルギー」「健康と栄養」

「モビリティー」「セキュリティ」
「コミュニケーション」を
重点分野として特定

2010

新ハイテク戦略
「デジタル経済・社会」「持続可能な経
済とエネルギー」「イノベーティブな労働
の世界」「健康的な生活」「インテリ
ジェントな運輸」「市民の安全」を重点

分野として特定

2014

ハイテク戦略2025
「持続性、エネルギー、環境保護」

「経済 4.0/労働 4.0」「健康と介護」
「輸送」「安全」「都市と地方」を重点

分野として特定

2018

国家研究・イノベーション戦略
「保健・福祉・食糧・バイオテ

クノロジー」、「環境の緊急課題・環境
テクノロジー」、「情報・通信・ナノテクノ

ロジー」を重点分野として特定

2009

フランス・ヨーロッパ 2020
2009年に策定した優先分野について、

社会的課題に基づいた研究の
優先事項を決定

2013

人工知能（AI）国家戦略
「健康・医療」「環境」「輸送」

「防衛・セキュリティー」をAI・デジタル導
入の重点分野として特定

2018

フランス

ドイツ

シンガポール
Source: 各種公開情報を基にKearney作成

2021

フランス2030
「エネルギー」「輸送」「食品」

「医療・保険」「宇宙・海底資源開発」
を重点分野として特定

ライフサイエンス、
IT領域に注力

モビリティ、ヘルスケア、
エネルギー、セキュリ
ティを中心とした
ハイテク領域に注力

ライフサイエンス、
環境エネルギー領域

に注力
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日本は、他国と比較した際の研究開発投資のR&D投資効率が低く、背景には総花的な予算投下がインパクト
のある技術革新を阻害しているものと思料

3.02.01.5
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スイス
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フランス

ドイツ

デンマーク

カナダ

オランダ

米国

フィンランド

イスラエル

日本

各国のR&D投資効率
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日本は、ベンチマーク国と比べ、R&D投資額は大きいものの、
技術革新に繋げることができていない

各国の政府負担R&D投資1の産業別配分

日本は、ベンチマーク国と比べ、R&D投資額が総花的

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム A-2 注力領域へのリソース配分

1. 特定の産業に紐づかない基礎研究費を含まず
Source: OECD data
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日本は他国と比較して、起業率が低くスタートアップの数が少ない

B-1 国内の経営資源の発見・育成2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

各国の成功要因の充足状況 (政策面)

日本は「誘引力」「イノベーション創出・世界輩出力」いずれも未充足。
経済大国は、イノベーション創出・世界輩出力に注力している模様

イノベーション創出の因数分解

イノベーション創出において、そもそも日本はスタートアップ数が
他国に比べて不足している

1: 「2020年におけるGDPに対する対内投資額の割合」 および 「2020年の総人口に対する移民割合」により評価
2: 「2020年におけるGDPに対するユニコーン企業の時価総額の割合」 および 「2020年のGDPに対する輸出額の割合」より評価

イノベーション創出・世界輩出力2

世
界
か
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日本 中国

ドイツ 米国

シンガポール

ユニコーン
企業数5

ユニコーン
化率5

スタートアップ数

企業数3 存在率4

…

約360万

約2,200万

約370万

0.02%

0.32%

0.07%

1.02%

0.67%

0.97%

6

472

22

×
× =

3: 各種統計資料 4: Start up RankingおよびOECD Dataより概算
5: CBインサイツのユニコーン企業数(2021/12)の値を基にユニコーン化率を逆算

日本

米国

ドイツ

フランス
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日本においてスタートアップが少ない/育たない主たる人的要因は4つ

日本においてスタートアップエコシステムが機能していない人的理由

B-1 国内の経営資源の発見・育成2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

シード アーリー ミドル レイター

尖った個の発見／育成

STEAM人材の育成／
起業促進

チャレンジを促進する
教育／環境整備

グローバルに通用する
スキル／マインドの醸成

シードステージにおいて、
基礎研究が
立ち上がらない

技術的シードがあっても
起業する人材が不足

起業したものの、
収益化しない

グローバルに
スケールしない課題

代表的な
要因

優秀な研究者
・エンジニアが不足

研究職・エンジニアの
起業する野心が不足

失敗を恐れ、
起業しない

ビジネスをインキュベートできる
経営人材いない（特にCTO)

多様性に乏しいチーム編成で、
グローバル目線でのサービス・プロダクト

開発ができない

グローバルにインパクトを与える、
0⇒1型のビジネスを考える人がいない

Ⅰ
Ⅲ

Ⅱ Ⅳ

横並びの教育で、尖ったアイデアを
考えられる人材が育たない

Source: 各種公開情報を基にKearney作成



Kearney

9494

他国では、起業家精神のある尖った個を育成する教育制度が日本と比較して先行している

米国 フランス シンガポール

尖った個の
発見／育成

– 民間教育機関が主体となり、IQ上位
の子供に対して積極的に投資

– ホームスクーリングプログラムなども提供

– 「グランゼコール」では、国際バカロレア
で特に優秀な成績をおさめたトップエ
リートに対し、各方面で即戦力として
活躍するための教育を提供

– 小学3年生時に知的能力が上位1%
の生徒に対して、GEP（Gifted 
Education Program）導入校への
入校を推薦し徹底的に投資

STEAM人材の
育成／起業促進

– スタンフォード大学d-schoolでは、
「IDEO play lab創設者」や
「Googleのデザイナー」といった現場講
師からフィールドワークベースのプログ
ラムを受講可能

– 「グランゼコール」では、経営・技術・
ファッションなど各方面で現場経験のあ
る実務家教員が数多く在籍しており、
専門知識や実践力を身につけることが
可能

– 「グローバル・スクールハウス」構想を通
じ、INSEADをはじめとする海外一流
大学を誘致
– “海外トップ大学の誘致により自国大学と
の連携プログラムや産学連携が進み、人材
が高度化・イノベーションが加速”
（元シンガポール通商産業省）

チャレンジを促進する
教育／環境整備

– バブソン大学では、1年生全員に起業
を経験させる中で「失敗は当たり前」と
いう精神を叩き込む

– 研究者がステータスを保持したままの
起業を可能とする法律を整備

– 元来は失敗を恐れる「キアスー」気質
が定着していたものの、試行錯誤を奨
励するSTEM教育の積極導入により
緩和傾向

グローバルに
通用するスキル／
マインドの醸成

– トップレベルのスタートアップエコシステム
を求め、世界中から起業家や投資家
が集積

– フレンチ・テックのイノベーションハブでは、
（フランス語圏にもかかわらず）公用
語を英語とすることで外国人割合が3
割に

– 魅力的な税制・高い教育水準などを
求め、世界中から高度外国人材が集
積

日本

– 必要性の認識はしているものの、根底
にある「横並び意識」から政府主体の
アクションが取れていない

– 一部大学では導入が見られるも、カリ
キュラムの充実度・教師の質ともに世
界トップレベルからは遠い状況

– 文化的・制度的にも未整備であり、現
状の起業が少ない根本要因のひとつ

– 高度海外人材から「選ばれる」
ための要件を満足できていない

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

B-1 国内の経営資源の発見・育成2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

Source: 各種公開情報、インタビューを基にKearney作成
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日本は他国と比較して、世界中から起業家・投資家人材を呼び集めるための「誘引力」も劣位にある

B-2 海外からの経営資源の獲得2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム
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人財競争力調査レポートによる各国評価

Source: INSEAD “The Global Talent Competitiveness Index 2021”
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高度外国人材に選択されている＝移住先の上位国には、対象国ではアメリカ、シンガポール、それ以外ではオー
ストラリア、スイスがあげられる

オーストラリア

2

アメリカ

ポルトガル

アラブ首長国連邦

カナダ

スイス

ニュージーランド

カリブ海

シンガポール

イスラエル

ギリシャ

スペイン

12

10

4

3

2

1

1

1

1

1

1

転入転出

イギリス
-3000
フランス
-3000

トルコ
-4000 ロシア

-7000

中国
-15000

インド
-5000サウジ

アラビア
-1000

ブラジル
-2000

U.S.A
+10000

オーストラリア
+12000

ニュージーランド
+1000

シンガポール
+1000

U.A.E.
+2000

カリブ海
+2000

カナダ
+4000

ギリシャ
+1000
イスラエル
+1000

スイス
+2000

スペイン
+1000

ポルトガル
+1000

インドネシア
-1000

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム B-2 海外からの経営資源の獲得

Source：AfrAsia Bank Global Wealth Migration Reviewを基にKearney作成

移住先ごとの高度外国人材
の移住人数
（千人/年、2018年）

国ごとの高度外国人材転出入状況
（人/年、2018年）
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高度外国人材は移住先を選定する際、地理／制度／産業／感性・消費性向面での魅力度を検討。
特に制度・産業面については国・行政が主導して誘引力を高めていくことが必要

国・行政区主導で取組みが必要
広範囲で同時並行の取組みが必要

地理 変更が困難な所与の条件

感性・消費性向

広い土地

気候・自然

制度

税率（相続税がないこと）

安全（犯罪率が低い）

英語圏・英語の普及度

一流の医療システム

子の教育面での訴求力

総合的なブランド・イメージ
（例：世界のリーダー米国）
メディア・エンターテインメント

風景

民間主導で取組みが可能
狭い地区でも影響力を発揮

産業

テック・金融サービス

強い経済成長

移住先選定において重視されている項目
移住先の決定理由

B-2 海外からの経営資源の獲得2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

Source：AfrAsia Bank Global Wealth Migration Review
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なお、日本はこれら移住先人気国と比較すると、移住要件に対する充足度が低い。特に、「税制の見直し」「医療
システムへのアクセサビリティ」「高度外国人材の求める教育機関の設置」は改善の余地あり

制度

産業

1. WFE: 世界競争力報告2019
2. Medical Tourism.com: Medical Tourism Index Ranking 2020-2021
3. Times Higher Education: World University Rankings 2021
4. EF EP:I 英語能力指数 世界112か国・地域の英語力ランキング2021

スイス シンガポール 日本オーストラリア評価指標移住先決定理由

税率
（相続税の無い）

安全
（犯罪率が低い）

英語圏・
英語の普及度

一流の医療システム

子の教育面での
訴求力

テック・金融サービス

強い経済成長

各州が独自に設定
平均1.4%

93.8
（5/141位）

4/112位

英語対応可能

56校
（6.5校/百万人）

89.7
（4/141位）

+1.7%

92.3
（10/141位）

96.1
（2/141位）

25/112位

英語対応可能

39校
（6.9校/百万人）

91.3
（2/141位）

+4.6%

相続税無し
累進課税

最高税率55%

78/112位

医療通訳導入率低
・電子化に遅れ

94校
（0.7校/百万人）

85.9
（12/141位）

+1.2%

相続税無し

89.8
（18/141位）

（英語が公用語）

英語対応可能

212校
（8.0校/百万人）

85.9
（13/141位）

+2.4%

相続税の有無

Security指数1

英語能力指数4

外国人の医療への
アクセサビリティ

IB認定校数2

（人口百万人あたり）

Financial system
指数1

過去10年の
GDP成長率1

4大学 3大学 2大学6大学
トップ100大学

ランクイン大学数3

高度外国人材の移住先決定理由および各国の充足度

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム B-2 海外からの経営資源の獲得
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日本は他国と比較すると開廃業率が低く、産業における新陳代謝が活発ではない

開業率推移 廃業率推移

C-1 イノベーションの種の増加2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

4.4

5.6

10.4

7.1

8.6

12.7

20062000 2002 20122004 20102008 2014

20

2016
0

5

10

15

米国

ドイツ

日本

フランス

4.4
3.5

9.8

7.5
7.0

9.5

2000 200620042002 20122008

5

2010 2014 2016
0

10

15

20

フランス

日本

米国

ドイツ

Source: 中小企業庁「開廃業率の推移・国際比較」

（単位：%） （単位：%）

中小企業の保護政策が起因し、
産業における新陳代謝が活性化
できていない



Kearney

100100

日本では、基礎的な研究には相対的に多く投資しているが、革新的なアイデア／技術を先鋭化させるための資
金は少ない

C-1 イノベーションの種の増加2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

基礎研究段階における研究開発費推移

152 153 148 145 147

333
363 348 356 372

20142013 2015 2016 2017

+153%

応用・開発研究段階における研究開発費用推移

218 212 203 195 206

1,075 1,065
1,006

1,101
1,151

20152013 20162014 2017

+459%日本

米国

Source: 平成 30 年 科学技術研究調査結果の概要、主要国の研究開発戦略（2018 年） ※日本は公的機関・非営利団体と大学での研究費、米国は連邦政府の研究開発費の推移

（単位：億ドル） （単位：億ドル）
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米国では、DARPAをはじめとする政府系機関が、民需・官需のデュアルユースを想定した技術テーマを集約・プ
ログラム化し、一挙に資金投下することで技術革新を促進

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

米国の社会・経済的目的別研究開発費内訳（2020年）

Source: OECD.Stat - Government budget allocations for R&D、DARPA （アメリカ国防高等研究計画局 HP

国防高等研究計画局
（DARPA）

アメリカ国立衛生研究所
（NIH）

アメリカ航空宇宙局
（NASA）

主な政府系機関

8％

48％

4％
2％

27％

8％

3％

防衛

保健

宇宙探査・利用

知識向上

エネルギー

農業

その他

DARPAの仕組み

– 不確実だがインパクトが大きい基礎技術・アイデアに集中投資

– ハイリスクだがインパクトが大きい技術・アイデアに資金支援。明らかに、
成功する研究は対象としない（ハイルマイヤー基準）

– 年間予算は、約 30 億ドル。自らはほぼ研究開発をせず、ほとんどす
べてを外部に委託

– 各大学や研究機関で関連する技術テーマを集約・プログラム化し、横
断的に PDCA を実行

– DARPA は局長・室長と約 100 名のプログラムマネージャー ( の三
階層で構成。 PM は約 5 年の有期雇用

– PM が関連する研究テーマを行う各大学・研究機関に対し、プログラ
ムへの応募・参加を呼びかけ審査のうえ決定

– PM がプログラムの PDCA を横断的・一元的に行う
（研究資源の分散や重複の無駄を省き、イノベーションを加速するた
め）

DARPAによって実現したイノベーション例

インターネットの原型

ARPANET

遠隔手術ロボット

Da Vinci

位置情報技術

GPS

音声アシスタント

Siri

C-1 イノベーションの種の増加
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米国では軍事産業発のSBIR制度の公的資金によりイノベーション領域に投資が行われ、長期的な視点に立っ
て投資が可能なエンジェル投資家を育成

米国のSBIR制度の概要 導入の背景

Phase1
アイデア・技術を評価

Phase2
実現可能性を評価

Phase3
新市場創造の支援

科学行政官がお題を
提示し、優れたアイデ
アを持つ応募者には
最大15万ドルが付与

Phase1で選抜された
アイデアの実現可能性
を評価し、
合格者には商業化の
資金として最大150
万ドルが付与

Phase2で合格した企
業のうち、製品化に成
功した企業には、政府
による製品買取やVC
の紹介が保証される

科学者 起業家
事業化への挑戦の中で

“科学者”が“起業家”へ進化

– 不況が続く中、大企業が相次いで中央の研究所を閉鎖・縮
小

– 市場原理の中では優秀な科学者による“知の発見”を事業ま
で昇華させることが出来ないという学びから、公的資金により
科学者の起業と事業化を促す仕組みが求められた

制度のポイント

– 原資として、外部委託研究費の一定割合を各省庁は拠出が
義務付けられる

– 科学行政官により具体的なお題を与えられることで、研究成果
の実用化を考えるきっかけに

– 賞金は使途不問とすることで、自由で積極的な活用が可能
（一部買取品目の審査が必要なケースもある）

– 審査においては実績・経歴は問われず、結果として無名の研
究者や大学院生の挑戦の場に

– 政府による製品買取かVCの紹介を保証する事で、新市場の
創造を支援

Source: 山口栄一氏著「イノベーションはなぜ途絶えたか:科学立国日本の危機」、各種公開情報よりKearney作成

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム C-1 イノベーションの種の増加
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各省庁への拠出の義務がなく、対象分野に偏り
（拠出の9割は経産省）

日本でも、米国に倣ってSBIR制度が導入されるも、起業家支援という本来の目的を果たしてこなかった
（このような課題意識のもと、2021年4月より制度の見直しが行われている）

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

新日本版SBIR制度（2021年運用開始）によるポイント

解決すべき課題の具体的な明示がなく、民生利用に
結びづき辛い

市場創造に向けた政府支援が手薄
（政府による買取・VCの紹介など）

段階的な審査プロセスがない場合が多く、過去の実績を重視
して選定

交付金が精算払いであるため、自由で積極的な投資に活用
されづらい

内閣府を司令塔とした横串機能の強化と各省庁の支出目標
の設定

政策ニーズに基づく研究開発課題の提示

政府による事業活動支援の強化
– プログラムマネージャーによる運営管理・調達/民生利用への繋ぎ支援

– 随意契約制度の活用などの事業活動支援

段階的な選抜とスタートアップに適した審査基準の標準化を
検討

前払の実施も一部可能に
（原則は精算払いだが、必要があると認められる場合は前払の申請も
可能）

拠出

審査

開発
支援

事業化
支援

問題点 新SBIR制度（対応）

Source: 内閣府「令和３年度特定新技術補助金等の支出の目標等に関する方針について」

C-1 イノベーションの種の増加
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他国と比較すると、巨額投資をレーターで行える規模のVCやGAFA/BATのような企業が不在で、レーターへの
投資額が少ない

ステージ別投資金額割合 ステージ別1件当たりの投資金額1（2017年）

（単位：億円）

16%
9% 11%

47%

33%

51%

37%

58%

39%

日本 米国 欧州

0.6

2.0
0.70.8

12.0

1.41.1

2.8

日本 米国 欧州

32.0
シード

アーリー

レーター

1. エンジェル シードは、商業的事業がまだ完全に立ち上がっておらず、研究及び製品開発を継続している企業、アーリーは、製品開発及び初期のマーケティング、製造及び販売活動に向けた企業
レーターは、生産及び出荷を始めており、その在庫または販売量が増加しつつある企業、もしくは持続的なキャッシュフローがあり、 IPO 直前の企業として分類

Source: ベンチャーキャピタル投資動向調査（VEC）

C-2 イノベーションの成功確率向上2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム
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調査対象国と比較して、日本は規制によるイノベーションの障壁が高い
規制緩和に向けた取り組みはなされているものの、依然として自由度が低い状況と思料

2.2 他国との比較から見る日本経済低迷の要因・メカニズム

Source: World Economic Forum “The Global Competitiveness Report 2019”、各国政府公開情報

順位 国名

1 シンガポール
2 香港
3 アゼルバイジャン
4 アラブ首長国連邦
5 マレーシア
6 カタール
7 フィンランド
8 スイス
9 ルワンダ
10 サウジアラビア
11 ジョージア
12 バーレーン
13 ルクセンブルク
14 米国
15 ドイツ
16 オランダ

17 オマーン
18 アルバニア
19 中国
20 タジキスタン

31 日本

世界経済フォーラム「規制による負担の少なさ」ランキング
（全141ヵ国）

シンガポールのサンドボックス制度
（Fintechの場合）

一元窓口

①事前相談 ②申請書提出 ③見解送付

④意見⑤計画認定・公表可否の通知
事業者

主務大臣
事業所管大臣
規制所管大臣

革新的
事業活動
評価委員会

⑥実証報告
（申請後約1～2ヶ月）

全面的な
規制の見直し

日本のサンドボックス制度

事業者
金融管理局
（MAS）

①申請書提出

②初期審査結果通知（21営業日以内）

③必要に応じて申請内容を見直し

④最終審査結果通知

所管機関によるワンストップで
迅速な対応が可能

複数の意思決定主体が介在す
る、複雑なプロセス

C-2 イノベーションの成功確率向上
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メガトレンドの
把握

経済インパクトによる
検討対象の絞り込み

日本が競争優位を持ちうる産業領域の検討アプローチ

注力ドメインを
定義

注力産業の
優先順位付け

– 検討対象外とする経済規模の
小さな産業を特定

– 産業大分類で、国内GDP
が10兆円未満の市場を
検討対象外に分類

– 外貨を稼ぎうるグローバル産
業については、業界を細分
化

0 1 2

– 「デジタルプラットフォーム企業の
脅威有無」を下記の3要素を全
て満たす産業か/否かで分類

– デジタル完結できる

– 顧客の数が多い
（分散型の産業構造）

– サービスの価値を上げ易い
1toManyのサービス

（≒カスタマイズ性が低い）

– 「日本の競争力」≒産業のKSF
を充足できるかを評価

– Step1-2の中で優先度が高い
と評価された複数産業を、7つ
のメガトレンドのうち、我が国の
歴史/建国の精神と親和性が
高い、「ウェルビーイング」と「サス
テイナビリティ」との関係性を考慮
してドメインを定義

検討アプローチ:日本の注力領域を「経済インパクト」「デジタルプラットフォーム企業の
脅威度」「日本の競争力」の観点で評価し、メガトレンドと整合する注力ドメインとして定義した

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域

– 世界の「メガトレンド」を把握し、
今後の産業創造に重要なキー
ワードを抽出

3

再掲
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政
治
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済

社
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術
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4
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9

1 15

16

17
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19

20

21

22

2050年に向けた世界的なメガトレンド

Source: 各種公開情報を基にKearney作成

10

11

23

24

12

13

資源の希少化

米中通商戦争の激化

欧米による対中制裁の加速

ロシア・NATOの対立

先進国の財政悪化

デジタルプラットフォーム企業の規制

国単位でのデータローカライゼーション規制の厳格化

金融の分散化
非中央集権化（GAFAに変わるデジタルプラットフォーム企業
台頭）

異常気象等による天災の頻発環境規制の厳格化・SDGs/ESG経営の拡大

海洋・宇宙環境の改善企業勃興

健康意識の向上

製薬の開発速度の向上

ゲノム解析技術の進展

AI技術の高度化

5Gの移行

工場のスマート化の進展

モノづくりのネットワーク化・外部化

Fintechによる決済インフラの拡充・ブロックチェーン拡大

次世代のテクノロジー（顔認証・VR/AR・外骨格ロボット）

EV普及

消費者参加型ビジネスの拡大

デジタルネイティブ世代の台頭

女性の社会進出

個人のweb発信の活発化

成長フロンティアの移動・新興国の急成長・ミドルクラス増加

アジア各国のスタートアップ支援政策

世界的な高齢化

急速な都市化とスマートシティ等の都市改革アジア経済が世界を席捲

人口分布の変化

25

26

27

28

29

30

31

32

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域（詳細編） Step1 Step2 Step3Step0
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Source: 各種公開情報を基にKearney作成

10

11

23

24

12

13

資源の希少化

米中通商戦争の激化

欧米による対中制裁の加速

ロシア・NATOの対立

先進国の財政悪化

デジタルプラットフォーム企業の規制

国単位でのデータローカライゼーション規制の厳格化

金融の分散化
非中央集権化（GAFAに変わるデジタルプラットフォーム企業
台頭）

異常気象等による天災の頻発環境規制の厳格化・SDGs/ESG経営の拡大

海洋・宇宙環境の改善企業勃興

健康意識の向上

製薬の開発速度の向上

ゲノム解析技術の進展

AI技術の高度化

5Gの移行

工場のスマート化の進展

モノづくりのネットワーク化・外部化

Fintechによる決済インフラの拡充・ブロックチェーン拡大

次世代のテクノロジー（顔認証・VR/AR・外骨格ロボット）

EV普及

消費者参加型ビジネスの拡大

デジタルネイティブ世代の台頭

女性の社会進出

個人のweb発信の活発化

成長フロンティアの移動・新興国の急成長・ミドルクラス増加

アジア各国のスタートアップ支援政策

世界的な高齢化

急速な都市化とスマートシティ等の都市改革アジア経済が世界を席捲

人口分布の変化

25

26

27

28

29

30

31

32

ブロック経済化
ダイバーシティ

分散型社会

社会インフラの自動化

サステナビリティ

高齢化・都市化の進行

ウェルビーイング

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域（詳細編） Step1 Step2 Step3Step0
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Step2 Step3Step0

国内GDP10兆円未満の「農林水産業」「鉱業」は検討対象外とする

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域（詳細編）

106

68 66

45 44

32
28 27

23 23
20 19 18

10
6

0

製造業 卸売・小
売業

不動産業 金融・保
険業

公務専門・科学
技術、業務
支援サービ

ス業

情報通信業 電気・ガス・
水道・廃棄
物処理業

建設業保健衛
生・社
会事業

運輸・郵
便業

その他の
サービス

教育 宿泊・飲食
サービス業

農林水産業 鉱業

検討対象 検討対象外

国内GDP10兆円未満のローカル産業は除外

産業別の国内GDP_2020年（兆円）

Source: 内閣府HPの経済活動別国内総生産（名目）を基にKearney作成

Step1
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参考）市場規模の大きいグローバル産業について、再分類を実施

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域（詳細編）

Source: 各種公開情報を基にKearney作成、自動車は2021年と2026年の規模を基に算出、自動車部品は2022年と2027年を基に算出、建機は2021年と2026年を基に算出、ロボティクスは2022年と2027年を基に算出
宿泊業は、2024年の売上とCAGRを基に2020年と2025年の規模を算出、医療ヘルスケアは2018年と2022年の売上を基に、2020年と2025年の売上、CAGRを算出

産業大分類

小売業

金融・保険業

不動産

宿泊・飲食サービス業

情報通信業

保健衛生・社会事業

製造業

市場
CAGR（％）
2020~2025

年数

小売り（店舗） 7.7 %

EC 9.6 %

金融・保険業 6.8 %

スマートシティ 19.4 %

宿泊業 7.0 %

飲食サービス業 8.7 %

情報サービス 9.0 %

コンテンツ制作・配信業 10.5 %

医療・ヘルスケア 9.0 %

福祉・介護 5.9 %

自動車 7.4 %

建設機械 3.8 %

産業用ロボット 17.8 %

化学 5.2 %

5年

電子部品 5.0 %

自動車部品

2025年時までの増分
（兆円）

1,048

247

925

18

24

132

46

126

62

36

91

4

6

111

5

8

市場規模:2020年
（兆円）

2,338

422

2,356

12

59

254

90

194

115

110

171

24

3

384

20

44 3.0 %

グローバル産業別の世界市場規模

Step2 Step3Step0 Step1
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参考）市場規模の大きいグローバル産業について、再分類を実施

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域（詳細編）

Source: 各種公開情報を基にKearney作成

市場

小売り（店舗）

EC

金融・保険業

スマートシティ

宿泊業

飲食サービス業

情報サービス

コンテンツ制作・配信業

医療・ヘルスケア

福祉・介護

自動車

建設機械

産業用ロボット

化学

電子部品

自動車部品

出所

Retail Global Market Report 2021: COVID-19 Impact and Recovery to 
2030, The Business Research Company

B2C E-commerce Market Size, Share & Trends Analysis Report 2021-
2028, Gran View Resarch

Financial Services Global Market Report 2021, The Business Research 
Company

Global Smart City Market 2021-2025, TechNavio

Hotel and Other Travel Accommodation Global Market Report 2021、The 
Business Research Company

Global Foodservice September 2021、MarketLine

IT Services Market 2021 – 2026,Industry ARC

Video Game Software Global Market Briefing 2021, The Business 
Research Company

Healthcare Global Market Opportunities And Strategies To 
2022,businesswire

Home Health Care and Residential Nursing Care Services Global Market 
Report 2021, The Business Research Company

Global Automotive Manufacturing November 2021,MarketLine

Construction Equipment Market,Markets and Markets

GLOBAL ROBOTICS MARKET - GROWTH, TRENDS, COVID-19 
IMPACT, AND FORECASTS (2022 - 2027),Modor Intelligence

Chemicals Global Market Report 2021,The Business Research Company

Passive and Interconnecting Electronic Components Market,Precedence
Research

Global Auto Parts Manufacturing Market,expert market research

グローバル産業別の世界市場規模の出所と対象範囲一覧

対象範囲

自動車、美容・パーソナルケア、本、家電、衣料品、家具、スポーツ、旅行・観光、その他

貸付、投資管理、保険、仲介、支払い、資金移動サービスなどの金融関連サービスとその販売

スマートインフラストラクチャー、モビリティ、セキュリティ、その他

ホテル、モーテル、カジノホテル等の宿泊施設、 その他

施設内、テイクアウトを含むすべての食品と飲料（外食産業、宿泊施設、レジャー施設等での飲食含む）

ブラウザゲーム; PCゲーム; スマートフォン/タブレットゲーム; 言及されたコンソールゲーム

ヘルスケアサービス、医薬品、医療機器、生物製剤、獣医ヘルスケア、その他

在宅医療提供者、退職者コミュニティ、介護施設、孤児院とグループホーム、その他

トラック、乗用車、二輪車、小型商用車（LCV）、大型トラック、二輪車の生産。スポーツ用多目的車および類似の車
両は含まない

産業用ロボット（自動車、食品・飲料、エレクトロニクス、その他）、サービスロボット（ロジスティクス、軍事と防衛、医療
ヘルスケア、その他）

一般的な化学製品、印刷インク、トレイタリー、石鹸、接着剤、塗料、農薬、化学肥料、ゴム等を含む市場規模

抵抗器、コンデンサ、インダクタ、トランスフォーマー、ダイオード、PCB、コネクタスイッチ、リレー、その他

バッテリー、冷却システム、アンダーボディコンポーネント、エンジンコンポーネント、自動車用フィルター、照明コンポーネント、
その他

ダンプトラック、ローダー、ブルドーザー、掘削機、モーターグレーダー、その他

食品・飲料店、ガソリンスタンド、化粧品、衣料品、電化製品、家具、スーパー、コンビニ、デパート、EC、建材、コンビニ、
その他

コンピューター、コンピューター周辺機器、および通信機器、サービス等および関連商品の販売、コンピューターネットワーキ
ング、放送、システム設計サービス、テレビ、電話などの情報配信技術、その他

Step2 Step3Step0 Step1
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Step3Step0 Step1

②日本の競争力
（産業のKSFを充足できるかで評価）

脅
威
に
な
り
づ
ら
い

脅
威
と
な
る

協創領域

一部コンテンツで
真っ向から戦う領域

差別化領域

金融・保険

教育

小売

物流

現状維持

（必要に応じて）守る領域

競争力がある競争力がない 条件次第で競争力が具備できる

不動産

建設業

EC

医療・ヘルスケア

チャレンジする領域

コンテンツ制作・配信
（ゲーム）

コンテンツ制作・配信
（アニメ・映像など）

観光・飲食

自動車

建機

電子部品

ロボティクス

スマートシティー

福祉・介護

化学・素材

デ
ジ
タ
ル
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
企
業
が
脅
威
と
な
る

ITサービス

通信

エネルギー

各産業をデジタルプラットフォーム企業の脅威度と日本の競争力から定性的に評価

4.1 日本が競争優位を持ちうる産業領域（詳細編） Step2

Source: Kearney
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Web3.0時代は、トークンが消費者を動かす時代。“トークン経済圏”を争うようになり、競争のルールが変化

Web1.0

“インターネットの一般化”

Web3.0

“分散化~個と個がつながる世界”

Web2.0

“PFerによるネット世界の掌握”

デジタル技術の進化

デジタル上での
ヒトの行動の変化

消費者の行動の
変化を生み出す
構造変化

ブラウザ、ウェブサイト、ADSL

“読む”／短時間

– 個人が簡単にインターネットにつながるこ
とができるツール、ハードの登場

ブロックチェーン、メタバース（XR）

“読む”・“書く”・“所有する”／常時接続

“トークン経済圏”の時代

– データを分散化・暗号化できる技術や、デ
ジタル空間を組成する技術の確立

モバイル、アプリ、ビッグデータ解析

“読む”・“書く”／長時間

デジタルプラットフォーム企業の時代

– 個人のインターネット上での行動をトラック・
分析できるツール・ハードの一般化

– 消費者を動かすのはデジタルメディア
– 大量のデータに基づくターゲッティング・パーソ

ナライゼーションの精度が競争の軸となる
– データと配信チャネルを握るGAFA等のメガ

PFerが、大量データに基づく高精度のパー
ソナライゼーションで広告・EC市場を牛耳る

– 消費者を動かすのはトークン
– トークンの発行量・価値総額、その前提と

なるトークンのウォレットが競争の軸となる
（トークン経済圏の争い）

– コストがかからないトークンの使い道（BCG
等のデジコン）を用意できた事業者が勝つ

– デジタルコンテンツを消費するユーザーが
登場

– ファンが集い、意見交換を行う“場”が形成さ
れ、ユーザーコミュニティが誕生

– NFT/トークンにより、デジタルコンテンツの資産
性が担保され、これまで無償だったデジタル上
の活動（ゲーム等）で”稼ぐ“ことが可能に

– XR等による体験価値の向上と相俟って、EC・
教育等の分野でゲーミフィケーションが浸透

メディアコングロマリットの時代

– 消費者を動かすのはマスメディア
– メディアのマルチ化によるマス消費者へのリー

チの拡大が競争の軸となる
– 映像・通信・放送等を横断的に傘下におさ

めたメディアコングロマリット（News Corp
等）が市場で高いシェアを築く

4.2 政策検討への提言（Web3.0関連の動向 詳細編）

Source: Kearney
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NFT ブロックチェーン・ゲーム（BCG） Metaverse

定
義

ブロックチェーンで発行された非代替性の送信権が
入った唯一無二の、資産性を持ったデータで、以下
の3つの特徴を持つ

– 非代替性：
代替（コピー）不可能のため、唯一無二であり、全く同じNFTは
存在しない

– 移動可能性：
自身のNFTを自由に取引することができる

– プログラマビリティ：
2次流通で手数料が入るなど、さまざまな付加機能をそのデータ
自体に付与できる

ゲーム内で獲得したアイテムをゲーム外で売買可能
な、ブロックチェーンを活用したゲームで、以下の4つ
の特徴を持つ

– Play-to-earn機能：
ゲームをプレイしたユーザーが暗号資産の獲得という形で報酬を稼
ぐことができる

– 異なるシステム間での相互運用性：
様々なゲーム・システムで
同一のアイテムを利用できる

– アイテム等の自由な譲渡・売却：
ゲーム内で獲得したキャラクターやアイテムを
ゲーム外の市場で売買できる

– サービス終了後のアイテム存続：
ゲームのサービス提供後もNFT化された
アイテム等がユーザーの手元に残る

多人数が同時に接続し、アバターを介して趣味・仕
事といった実社会に近い社会・経済活動が可能な
3D-CGの仮想空間

市
場
規
模※

2020

47

2018 2019 2021

163 389

47,035
+899%

133

2,000

20282020

+40%

（単位：億円） （単位：兆円）

2021Q22021Q1 2021Q3 2021Q4

2,668

※1USD=115JPYで計算

Source：Chainalysis社レポート Source：IT News, Global Xによる、Kearney分析Source：Blockchain Game Allianceレポｰト

ウォレット数は年始から24.5倍に急増

– 2021Q1 Start：29,563

– 2021Q3 End：754,000

4.2 政策検討への提言（Web3.0関連の動向 詳細編）

Web3.0における主なプロダクトはNFT、ブロックチェーン・ゲーム、Metaverseがあり、いずれの市場も
急拡大している

（単位：億円）
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Web3.0時代生活者の行動の変化、事業者の競争環境の変化

消費者

• ゲームをプレイすることで稼ぐ（play to earn）、体を動かす
ことで稼ぐ（move to earn）等、デジタルで捕捉できるあら
ゆる活動で個人が収益を得ることができるようになり、ユーザー
の活動・データから生まれる利益がデジタルプラットフォーム企業
からユーザー自身にシフト

• ユーザーを動かす手段としてトークン/NFTが普及し、NFT/トー
クンの保管場所・新たなIDとしてクリプトウォレットが一般化

Web3.0時代の未来図

事業者

• トークンが新しい経済圏を生み、トークン経済圏確立の争いが
起きる。①トークン、②暗号資産/NFTのマーケットプレイス、③
クリプトウォレット、④BCGがそのトークン経済圏競争の鍵となる

• トークンの影響を最初に受けるのは広告市場。Web3.0サービ
スの拡大により、Web2.0サービスは徐々に利用時間・データ
が減り、広告収益が減少。今後はクリプトウォレットが広告媒
体となり、また、ウォレットを握って自社トークン/NFTを流通させ
られるトークン/NFTの発行事業者が大きく儲ける時代になる

日本企業にとっての機会と脅威

機会

• Web3.0サービスが浸透することで、デジタルプラットフォーム企
業の支配力が低下し、新たに覇権を取れる機会が生まれる

• 特に世界的にも認知度が高いIPはクリプトウォレット普及のドラ
イバーになり、競争力の高いコンテンツ企業が揃う日本に取って
はシェア拡大の大きな機会となる

• 但し、暗号資産に会計上の取扱等、法規制の制約が多く、
Web3.0を追い風として産業政策の後押しが必要

脅威

• Axie Infinity(ブロックチェーンゲームの世界No1）など、
Web3.0の新興企業が生んだIPが拡大しており、日本のIPの
競争力が低下していくリスク

• Facebookのメタバース領域強化の動き（Metaに社名変
更）、MicroSoftのゲーム会社買収等、既存のデジタルプラッ
トフォーム企業もWeb3.0の取組みを強化している状況

• Web3.0で出遅れると、Web2.0の衰退に連れて事業規模が
縮小し、グローバルでの日本企業のシェアが低下する恐れ

4.2 政策検討への提言（Web3.0関連の動向 詳細編）

Source: Kearney
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注1：＊この資料での上場は日本の暗号資産取引上への上場を指す。コイン・トークンによる資金調達全てを指すものではない
Source: Kearney

Web3.0産業拡大の課題

Web3.0産業拡大のサイクル 最優先に取り組むべき課題

有力企業の
本格取組

スタート
アップの
増加

国内外の
投資の増加

税負担
– A: 企業がコイン・トークンを発行し、含み益に反映し

ようとすると、莫大に課税されてしまう
– B: 暗号資産のキャピタルゲインが最大55%まで課税

されるため、投資家や人材が集まらず、マネタイズが難
しい

会計基準の未整備・監査拒否：コイン・トークン発行
の際、会計基準が不明確で、監査法人が監査を受けて
くれない

コイン・トークンの上場1ハードル：規制・審査が厳しく、
海外に法人を立てて発行することになり、負担が大きい

1

2

3

4.2 政策検討への提言（Web3.0関連の動向 詳細編）

Web3.0の産業拡大において、日本は初手となる「有力企業・大企業の参入」すら難しい状況であり、
最優先でボトルネックの解消が必要
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Web3.0の産業拡大に向けて、まずは有力企業が参入できる環境作り・規制の整備が必要

4.2 政策検討への提言（Web3.0関連の動向 詳細編）

Web3.0産業拡大に向けた最優先のアクション

最前段の主なボトルネック

税負担

– A: 企業がコイン・トークンを発行し、含み益に反映し
ようとすると、莫大に課税されてしまう

– B: 暗号資産のキャピタルゲインが最大55%まで課税
されるため、投資家や人材が集まらず、マネタイズが難
しい

会計基準の未整備・監査拒否：コイン・トークン発行
の際、会計基準が不明確で、監査法人が監査を受けて
くれない

コイン・トークンの上場1ハードル：規制・審査が厳しく、
海外に法人を立てて発行することになり、負担が大きい

– 新規の暗号資産の査定基準が厳しく、期間は半年
～1年以上かかる

– その間、進行状況は非公開

最優先のアクション

税制緩和

– A:コイン・トークン発行による含み益（未実現の利益・損失）に関して
は、換金しない限り、非課税にする

– B:暗号資産のキャピタルゲインを所得税に含めず、株のように分離課税
にする（シンガポール等は非課税）

会計基準の明確化：暗号資産における会計処理（コイン・NFTの含み
益の扱いや、NFT売上のPL上の処理等）の明確なガイドラインを提供

コイン・トークン上場の規制緩和・審査の加速化が可能な体制の構築

– 基準の明確化・緩和による審査期間の短縮

– 例：犯罪に使われる可能性等は利用者・機能が多く優れたコインほ
ど高いので基準を見直す等

– 審査状況・プロセスの透明化、及び審査人員の補足

1

2

3

1

2

3

注1：＊この資料での上場は日本の暗号資産取引上への上場を指す。コイン・トークンによる資金調達全てを指すものではない
Source: Kearney
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（参考）Web3.0産業育成を加速するために、最優先ではないが、検討に値する政策
Web3.0関連施策をパッケージとして進め、大企業・投資家の事業展開・投資促進を促す

②投資をしやすい
環境の整備

①ビジネスの展開がしやすい
環境の整備

– Web3.0の領域（トークン、NFTなど）で規制・基準がないか、不明確な部分を整備

– BCGやNFTなどの主要領域における規制が不在

– 会計基準や 景品表示法、賭博法、マネーロンダリングに該当するか等、詳細の検討が必要

– その他、規制ではないが、追及権やDAOの法人格認可等、Web3.0ビジネスを行いやすくする制度の整備

– IPホルダーに2次流通額の一部を利益として還元ができる「追及権」制度の整備

– DAO（自律分散型組織）に対する法人格の認可 等

– 機関投資家が暗号資産に積極的な投資を行える、株式と同レベルの環境を整備

– 暗号資産の投資信託や ETF といった多様な投資手段の提供

– 信頼できる円建て暗号資産価格指標を整備

– (規制) 投資運用業者が暗号資産の運用をするための兼業承認を金融行政上、認許

– 特区制度の創設を通じた規制緩和と産業集積：ブロックチェーン/Web3.0特区の創設により、Web3.0に関わる規制緩和
を先行して行い、Web3.0界隈の人材と企業の集積を図る

– 補助金の支給：Web3.0に関係する実証実験等への補助金の支給。経済産業省によるファッションNFTの実証実験に類
似する取り組みの拡大

4.2 政策検討への提言（Web3.0関連の動向 詳細編）

追加で検討に当たる政策候補

Source: Kearney
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アメリカでは州・地域政府単位でWeb3.0産業に対するルール作りに取り組んでおり、DAOの法人格の認定や
ブロックチェーンを活用した投票システムの導入等、産業育成・政府による技術の採用両方が活発

Web3.0に友好的な政策・政治家を背景に、関連企業が集まり、
イノベーションの拠点となりつつある
– 企業例①：XRP（リップル）がワイオミング州に事業登録
– 企業例②：暗号資産・ブロックチェーンのカルダノ（ADA）の研究セン

ターをワイオミング州に設立

Web3.0に友好的な政策：BCや暗号資産にフレンドリーな13個以上
の法案を進めてきている
– 政策例①：自律分散型組織（DAO）の法人化を正式に認める法

案が成立
– 政策例②：暗号資産の保有・入出金を認める新しい形態の銀行の

認可

Web3.0に友好的な政治家
– ワイオミング州のマーク・ゴルドン知事は暗号資産の業界に友好的な態

度を取ることで知られる
– 知事自身も暗号資産を保有している

ブロックチェーン基盤のオンライン・モバイル投票システムを地域選挙や
大統領選挙等において同国で初めて試行
– 2019年から地域選挙で複数回のパイロット実施
– 2020年には大統領選挙においてもブロックチェーンベースの投票を試

行

国内企業の技術・プラットフォームを活用することで、企業に技術の実
証実験を行う機会を与えると共に、政府主導でブロックチェーンを活用
する姿を見せた
– ブロックチェーン選挙プラットフォームとして、ボストンの投票アプリ開発会

社Voatzを選定
– IBMが開発し、Linux Foundationが支援するフレームワークを基盤

としたブロックチェーンを利用

Source: 各政府のホームページ、各種公開情報よりKearney作成

4.2 政策検討への提言（Web3.0関連の動向 詳細編）

ワイオミング州の例 ユタ州の例
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ドバイ・UAEは政府は行政におけるブロックチェーンの導入や、暗号資産・ブロックチェーン産業の育成に向けて
先行的な動きを見せている

ドバイ政府はブロックチェーン技術を政府の全ての行政・取引に活用し、
世界初でペーパーレスを実現

– 2016年にブロックチェーン戦略を発表し、ブロックチェーン上で全ての
行政・取引を行う世界初の都市になると宣言

– 打ち出したビジョン

– ①政府の効率性の向上

– ②新産業（ブロックチェーン産業）の育成

– ③ローカル・グローバルリーダーシップ力量の増大

– 結果として、全ての行政はデジタルに移行し、2021年12月時点では
世界初でペーパーレスを実現

実現に向けて、政府・民間組織が協力し、ブロックチェーンの導入が最も
効果的と予想されるサービスの優先順位を定めた上で段階的に実施

Web3.0産業の発展をサポートするため、各種組織の立ち上げやグ
ローバル企業との提携等、発展に最適な環境の醸成に取り組んでい
る

– 21年5月、暗号資産やブロックチェーン技術普及のためのDMCC 
Crypto Centerを設立

– すでに100個以上の暗号資産関連組織が当センターにおいて動い
ている

– Web3.0関連企業の誘致：Binanceの例

– 21年12月、Binanceはドバイの世界貿易センター局DWTCAが
設立した新しい仮想通貨ハブに参加

– 当月、BinanceのCEOが複数人の官僚と会談

上記の結果、UAE内で運営している暗号資産・NFT関連事業は
400個以上で、世界の暗号資産・ブロックチェーン事業のハブとなりつ
つある

4.2 政策検討への提言（Web3.0関連の動向 詳細編）

Source: 各政府のホームページ、各種公開情報よりKearney作成

行政におけるブロックチェーン導入の例 産業の成長に最適な環境醸成の取り組み



Kearney

123123

ブロックチェーン特区指定の例 デジタル通貨（CBDC）の実証実験の例

韓国は釜山をブロックチェーン規制自由特区と指定する、国内企業とCBDCの実証実験に取り組む等、政府主
導のプロジェクトを積極的に実施中

韓国中央政府は、釜山をブロックチェーン規制自由特区とするため、同
地域に規制のサンドボックス制度を導入

– 2019年7月に特区として指定し、現在も継続中

– ブロックチェーン技術や関連事業活動の促進が目的

– 本制度の認定を受けることにより、企業は対象技術の実証において既
存の規制の適用を一部受けず、実証が可能

特区における政府の施策の例

– 産業の基盤構築：政策方向の研究やブロックチェーン産業支援セン
ターの設立、技術開発支援、等

– 人材養成：ブロックチェーン専門大学の設立、企業向けブロックチェーン
人材のマッチングサービス 等

– スマートシティの建設：特区として検証したブロックチェーン技術・サービス
やインフラを基にスマートシティの「エコデルタシティ」の構築を予定している

韓国中央銀行は、デジタル通貨（CBDC）発行に向けたパートナー
として、国内企業を選定し、研究・実証実験を進めている

– 22年1月、Kakao傘下のグランドXをパートナーとして選定し、研究を
進める予定

– Naver、Kakao、LG CNS等が候補として参加

– グラウンドXは韓国最大のブロックチェーンプラットフォームである
Klaytnの開発企業として知られる

– 同国の民間銀行はCBDCの流通に向けたシステム開発を進めている

4.2 政策検討への提言（Web3.0関連の動向 詳細編）

Source: 各政府のホームページ、各種公開情報よりKearney作成
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